
［巻頭言］

住宅政策の弾力的かつ機動的運用を

救仁郷斉

平成8年の公営住宅法、住宅金融公庫法の改正は、戦後50年間の住宅政策

の大転換であり、 21世紀への新しい枠組みとして大きな期待がもたれている。

その基本は市場経済化であり、市場経済のなかで住宅政策の目的を達成し

ようというもので、政策の重点は健全な市場形成のための誘導、補完におか

れている。結論としては大賛成であるが、その実施に当たってすこし希望を

述べたい。

ひとつは市場の分析である。持家の建設、分譲住宅の購入、賃貸住宅の供

給など、住宅に関する行動のほとんどは企業部門というよりも家計部門に近

いところで行なわれている。しかし、家計部門の投資行動の研究は企業部門

のそれに比べて立ち遅れていることは否めなし〉。住宅市場の誘導には、この

研究・分析を徹底的に行なってもらいたい。

次に、政策の弾力的かつ機動的な運用である。住宅の市場は、地域、投資

者の経済事情、あるいは税制、金利、経済環境などの変化によって、千差万

別であるとともに刻々変化している。したがって、市場の誘導には弾力性と

機動性が今まで以上に求められる。ある需要層に最適な政策も、場合によっ

ては他の需要層にはマイナスに働くこともある。また、ある時期の最適な政

策も、経済情勢などの変化によってむしろマイナスになることもある。地

代・家賃統制令が戦後の貸家供給を遅らせたこと、バブル期の地価変動に地

価監視制度がタイミングよく発動、廃止がなされなかったため十分な効果を

あげられなかったことなどを思い出してほしい。

新しい酒は新しい革袋に。過去に引きずられない新しい政策展開を期待し

Tこし当。
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特別企画／座談会

住宅・土地経済学の
成果と課題

岩田一政＋金本良嗣＋八回達夫＋柳沢厚
東京大学教授 東京大学教授 大阪大学教授

金本早いもので、『季刊・住宅土地経済』は1991

年 7月に第 1号を出して以来、足かけ 6年を経過し

つつあります。毎号、特別論文や研究論文を含めて

5本程度が掲載されていますから、この間に合計

100点以上の研究成果が発表されたことになります。

そこでまず、『季刊・住宅土地経済Jに発表され

た研究成果について、岩田さんと私が最初にお話し

して、八回さんにはもう少し広い角度から住宅・土

地問題に関する経済学の貢献を紹介していただきま

す。その後で柳沢さんからコメントや経済学に対す

る要望などをお話しいただき、フリーディスカツシ

ョンするという順序で進めたいと思います。

土地・住宅経済学の

成果

．バブル・資本コスト・住宅市場の需給・税制

金本 それでは皮切りに、『季刊・住宅土地経済』

に発表された研究を、いくつかのタイプに分けて紹

介したいと思います。

まず第 1は、 80年代後半の、いわゆる「パフ、ル」

が存在したかどうかを統計学的に検証するというタ

イプの研究です。すなわち、土地の価格が「情報」

という点で効率的に形成されていたかどうかに関す
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株式会社安井建築設計事務所常務取締役

る「効率性仮説」の検定を行なった論文がかなりの

数あります。

「効率性仮説j というのは、資産市場が効率的に

動いていれば、その資産市場に入っている人は、そ

の時点で存在する情報をすべて有効に使っているは

ずだから、地価あるいは住宅価格には情報が完全に

反映されていて、したがって、後からその市場に入

ってきて確実に儲かるような投資戦略を立てること

は不可能でトあるという仮説です。農地や住宅地や商

業地について、その「効率性仮説Jが成り立っかど

うかを検証した論文が数多くあるということですが、

効率的な市場もあるし、効率的でない市場もあると

いう段階で、いまのところそれほど明確な結論は出

ていない状況です。

その基本的な原因は、土地市場についてのデータ

のサンプル数が少ないことです。株式市場は毎日開

いていて毎日のデータがあるので、統計的検証は比

較的楽なのですが、土地の場合には年次データがほ

とんどで、よくて四半期データという状態なので、

なかなか難しいという面が強いようです。したがっ

て、そもそもパフ‘ルがあったかどうかについての統

計的検証もまだ十分にはできていない状況にありま

す。

第 2は、資本コストの計測に関する研究です。住

宅の需要者の行動を見るときには、「資本コスト」
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という概念がよく使われます。岩田さんは以前から

この資本コストの計測をやっていて、『季刊・住宅

土地経済Jにもいくつかの論文＊が掲載されており、

それ以外にも資本コストの計測と、それを使つての

実証分析を行なった論文がかなりの数あります。た

だ、資本コストの計測法が人によって違っていて、

考えられうるベストの資本コストの計測についての

定まった評価はないし、統計データも未完成のよう

な印象を受けます。

第 3は、住宅市場の需要と供給を計量モデルを使

って分析するタイプの研究です。住宅は耐久消費財

ですから、住宅供給は資本投資ということになり、

モデル自体が多少複雑になりますが、マクロ・モデ

ルを使った吉野直行さんの分析＊や、最近号では上

野賢ーさんの都道府県別のパネルデータを使った分

析＊があります。この手のモデルはいい結果を出す

のがなかなか難しいのですが、いろいろな試行錯誤

の結果、最近ではそれらしい結果が出るようになっ

ているという感じです。また、瀬古美喜さんはミク

ロの個票データを使って住宅需要のいろいろな側面

を分析しているしヘ森泉陽子さんは最近号で、民

間住宅ローン需要に対して公的金融がどのような効

果を及ぼしているかを分析しています＊。

第 4は、土地税制や住宅税制の効果についての研

究で、山崎福寿さんや私の論文ヘ野口悠紀雄さん

の特別論文事などがあります。土地税制には、固定

資産税、譲渡取得税、相続税などいろいろあって、

それぞれ独立に分析がなされている現状ですが、そ

のうちのいくつかを紹介すると、一つは固定資産税

の効果です。一般的には、建物部分に対する固定資

産課税は建物への投資を阻害するが、土地部分への

固定資産課税は伝統的には中立的であるといわれて

います。ところが、野口さんは中立的ではないとい

う。通常の経済モデルでは土地の「地代Jに対して

資産課税されるとしているが、現実には土地の「資

産価格」に対して課税されるので、固定資産税は実

質的に金利を上昇させる効果をもっということです。

そして、そのことによる歪みが起きるのはどのよう

なケースなのかについての分析がかなり行なわれて

います。

もう一つの問題は譲渡取得税で、伝統的には譲渡

取得税は開発を阻害する「ロックイン効果」がある

とされてきましたが、私の論文で分析したように、

ケースによってはロックイン効果は起きません。特

に、日本で多いケースですが、農地にしてあった土

地を住宅開発するような場合、現状での地代がほと

んどゼロに近いので、開発阻害効果は起きないとい

うことになります。

以上、ごく大ざっぱに、『季刊・住宅土地経済』

に発表された論文のいくつかをタイプ別に紹介しま

したが、全体の印象としては、日本の土地・住宅経

済の分析もかなり深まってきたという感じで、通り

一遍の議論よりももう少し地についた分析ができる

ようになってきたという印象です。

・金融と住宅・土地需要の分析

岩田 金融と住宅需要あるいは土地需要という問題

を三つの論点にまとめて紹介したいと思います。一

つは、金融面での変化一一これは政策で起こる場合

もあるし、そうでない場合もありますーーが起こっ

たときに、土地に対する需要や住宅資産に対する需

要がどのように変化するかを分析するという領域で

す。第2が、どういうチャネルを通じて資産に対す

る需要に金融活動の影響が及ぶのかという論点です。

逆に、資産価格がなんらかの理由で変化した場合、

住宅や土地に対する需要以外の家計の消費活動にど

のような影響が及ぶのかが第3の論点です。

そこでまず、第 1の金融面での変化が起こった場

合ですが、切り口は二つあって、一つは資本コスト

がどう変化するかということで考える方法です。資

本市場では流動性制約や借入れ制約が基本的には存

在しない、あるいは金融市場が完全で、あることを想

定したうえで資本コストをいろいろなかたちで計測

して、その効果を計測するというものです。

現実には、日本の家計の場合には、流動性制約や

借入れ制約が大きい可能性があって、『経済白書』

などの政府刊行物でも、住宅需要関数の計測には必

ず流動性制約が入っていて、それは所得で制約され

るというかたちで定式化されています。それをもう

少し分析的というか、経済理論と整合的に分析する

ということが「季刊・住宅土地経済］誌上で行なわ

れたと思います。森泉さんは、公的金融が流動性制

約や借入れ制約をどのていど緩和する効果をもった

かについての論文＊を書いているし、瀬古さんも、

金利が安くなると年収が減って予算線が屈折してく

るので、住宅に対する需要が変化し、不効率性が生

ずる可能性があるという趣旨の論文を、別のところ

で発表しています。
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金融面だけでなく税制との絡みで考えても、資本

コストという概念を使うとわかりやすいと思います。

しかし、金本さんのご指摘どおり、資本コストの計

測が難しいのは事実です。概念的には、企業ないし

家計が投資に踏み切るときのカットオフ・レート、

つまり割引現在価値でみて費用と収益がちょうど見

合うようなレートですが、現実のデータでそれがい

くらなのか、たとえば現時点で住宅の資本コストが

価が上がったわげですが、消費活動はどのくらい刺

激されたかということです。

私は、異時点聞の最適化行動を想定した場合にど

ういうことが言えるのかという観点から分析して、

『季刊・住宅土地経済Jに3回ほど発表させていた

だきました九消費だけではなく、設備投資にどう

いう影響が及んだのかという問題もあります。名古

屋市立大学の棲川昌哉さんの論文’では、情報の非

いくらかは、測り方によってまちまちです。そこで、 対称性がある場合には、土地の価格が上がると担保

市場の実質金利を資本コストだと仮定して、税制上 価値が上がり、したがって住宅投資がむしろ促進さ

のいろいろな措置が加えられたとき、住宅投資をし

ようとしている人の資本コストがどのくらい変化す

るかをみるという方法があります。これは、一種の

仮想的な計算に基づく資本コストを用いて分析する

という方法です。

もう一つはリターン（収益）をみることで、住宅

の場合にはわかりにくいのですが、企業の場合には、

投資の税引前の収益率はみることができます。もっ

とも、これも限界収益でなければいけないので、簡

単ではないし、リスクの問題もあるので、市場で観

察される実質金利をもって資本コストだというのも

なかなか難しい。これはたぶん住宅・土地の問題に

限らず、マクロ経済学一般についていえることかも

しれません。

第2の論点は、バブルに関連した話ですが、たと

えば井出多加子さんと中神康博さんは、パローとサ

ライマーティンの研究を一歩進めて、ファンダメン

タルズで地価が決まっているとすれば、経済成長率

がコンパージ（収束）するのと閉じように、地価も

コンパージするのではないかという問題意識から、

都道府県のデータを使って分析し、 80年代後半はこ

の仮説ではうまく説明できない動きを示していると

しています九それがバブルによるものなのか、そ

れとも別の要因なのか、そこは区別できないという

ことですが、しばらく後の号で中神さんは、エラー

コレクション・モデルを使ってパフ、ルの要素がどの

くらいあったかの仕分けを試みていますに

第 3の論点は、株式価格でも土地価格でもいいん

ですが、資産価格が仮に動いた場合に、住宅投資以

外の、たとえば消費に対してどういう影響があるか

という問題です。たとえば、いまの日本経済で考え

ると、地価はなかなか下げ止まらないし、株価も低

迷していますが、それが消費需要にどういう影響を

及ぼすか。逆に言うと、パプルのときには株価や地
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れるとしています。

・住宅政策と経済学

八田 私は、特に住宅政策に関して経済学がどのよ

うな研究を積み重ねてきたかをサーベイしてみたい

と思います。

第 lは、住宅政策についてです。日本の住宅政策

のかなり重要な部分が結果的には住宅補助政策でし

た。この政策の意義付けに関しては、工学系や法律

系の住宅専門家たちがいろいろ発言しきましたが、

経済学的な意義づけはあまりなされてこなかったと

いえます。ところが、金本さんが学会誌に発表した

論文で住宅補助に関して抜本的な見方の転換を迫り、

『季刊・住宅土地経済』でも、ドイツ、アメリカ、

日本の土地市場や住宅市場および住宅政策の比較を

行なって、各国の補助政策や税制の違いを浮き彫り

にしています九岩田規久男さんもこの問題につい

てはたくさんの論文＊を書いているし、私もいくつ

か書いています九従来は、「住宅は公共財だから住

宅に補助すべきだjということが当たり前のことと

して専門家の間でとらえられていたし、「住宅を通

じての所得再分配が重要だ」ということが常識にな

っていたのを、実はそうではないことを示したわけ

です。経済学以外の専門家からそれに対する本格的

な反論を聞きたいところです。

第 2は、日本の地価上昇率が非常に高くて、利子

率をはるかに上回っていたのに、どうしてみんなも

っと金を借りて土地を買わないのだろうかという疑

問に対して、あるていど説得力のある説明が経済学

者によってなされるようになったことです。一つは

ちょっと古くなりますが、岩田規久男さんの『土地

と住宅の経済学Yで、要するに土地を持つというこ

とは非常にリスキーなので、そのリスクプレミアム

が利子率を高くしているという議論です。もう一つ



は、金本さんが一連の譲渡益課税に関する論文本で

指摘された点で、平均利子率は確かに低いかもしれ

ないけれども、実際に土地を買おうとしている人が

直面している限界利子率は非常に高い。その限界利

子率と地価上昇率が均衡している。平均利子率と比

べるのはミスリーデイングだというものです。この

議論であればリスクプレミアムの問題がなくても説 m

明がつきます。この二つの説明は、多くの人にとっ

て、日本の土地市場を理解するうえでの第一ハード

ルつまり最初のパズルを解いたといえます。

第3は、借地借家法に関する議論です。借地借家

法の意義を認めるか否かに関して、ここ数年、経済

学者と法律家の間で非常に精力的に議論が行なわれ

ています。 70年代に岩田規久男さんが、最高裁の判

例で借地借家法の正当事由の要件がだんだん厳しく

なったことが借地借家の供給抑制の原因になってい

るということを指摘しました。その後、それをきっ

かけに借地借家法の議論が行なわれ、借地借家法が

改正されました。そのあと、実際にどのていど倍地

借家法がファミリー向けの借家の供給を抑えている

のかという論争になった。有名な「福井・森本論

争jです。

そこから二つの成果が出たと思います。一つは、

ファミリ一向けの大きな借家と学生や若夫婦向けの

小さな借家との聞で平米当たりの家賃がどういう関

係にあるかということに関しての実証研究が行なわ

れたことです。もう一つは、さまざまな判例を通じ

て、実は借地借家法が正当事由要件を求めているだ

けではなくて、家賃の改定に関して判例がかなり大

幅な制限をしていて、自由な市場家賃への接近を認

めていないということが法律の分野で明らかにされ

るようになったことです。

これは、違った立場の人が議論をしはじめたとい

う意義がありました。しかし、法律家のほうからの

本格的な借地借家法弁護論は出されていません。経

済学の立場からすれば、借地借家法が倍家の供給を

押さえていることは、いわば当たり前であり、こう

いうことを分析することが学問的にどれだけ重要な

問題なのかは疑わしい面があります。しかし、その

当たり前のことがなかなか法律家にわかってもらえ

ないという意味で、学際的に論議することが、法律

と経済学との関係を考えていくうえで役に立つので

はないでしょうか。

第4は、都市計画や建築基準法による土地利用規
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制の問題です。一般的に外部不経済のコントロール

が必要だということはわかるのですが、個々の規制

をみると、それがどういう目的をもっているのか不

明確なものが非常に多い。そこで、経済学は、その

ような規制を緩めていくべきだという議論をいろい

ろなかたちで展開しています。そもそも土地利用規

制に関しては、その目的をはっきりさせ、客観的な

基準を作っていくための議論はほとんどなされてい

ないのが現状です。今後、土地利用規制をどの段階

で決定すべきか、そして国や市町村のレベルで決定

するときの客観的な基準などに関する研究が必要だ

と思います。

また、安全性基準にしても、施工者と建主の聞に

情報の非対称性があるので、建物の安全性に関する

基準を守らせることは必要なことですが、それをど

ういう仕組みで守らせるのかは、議論する余地があ

ります。国がコントロールするにしても、検査官の

質をどう維持するのかという問題があるし、民営化

するのであれば、正しく検査するインセンティプを

与えるような制度をつくらなくてはなりません。こ

の問題はまだほとんど分析されていませんが、新し

い情報経済学に結びつく問題なので、発展の可能性

が大きい分野でしょう。

・経済学者への要望

柳沢 ちょっと場違いなところに来てしまったとい

う感じですが（笑）、せっかくの機会ですので、都

市計画や住宅政策をやっている人を代表してという

ことではなく、私の個人的な希望ということで、コ

メン卜したいと思います。

経済学でぜひ分析していただきたいテーマが二つ
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あって、一つは「マンション」の問題です。マンシ

ヨンは、本来的には賃貸に向かわなければいけない

と思っています。もちろん、いろいろな特殊条件の

なかで、あるいは個人的な選択で、分譲形態があっ

てもいいとは思いますが、本質的に欠陥を抱えてい

る。その欠陥を補うことがシステムとして可能であ

れば問題ないのですが、どうも難しいような気がし

ます。

しかし、これからの大都市での居住はマンション

的な形式にならざるをえませんので、賃貸のマンシ

ヨン経営が成立する条件とは何かを考える必要があ

ります。たまたま小規模な農地をもっている地主が

賃貸経営している小さなマンションやワンルームマ

ンションみたいな変則的なものはありますが、普通

の分譲住宅として供給されているようなマンション

を賃貸するようなことは、民間デベロッパーはほと

んどやっていません。それは、賃貸マンション経営

を可能にする条件が整っていないからで、その条件

を整えるために何が必要なのかを経済学の立場から

議論していただきたいということです。

もう一つは、いま八回さんがおっしゃったことで

すが、都市計画の問題です。実は、都市計画におけ

る土地利用の約8割は住宅なので、土地利用規制の

問題は完壁に住宅と重なっていて、「土地・住宅経

済学jの守備範囲に入ると思います。したがって、

都市計画における土地利用規制の一連のシステムを

経済学的に分析していただきたい。これらのシステ

ムにはどういう意味があって、どのように改善する

必要があるのか。もし、いくつかの条件がはずれれ

ばこういうことがやれる、というのであれば、それ

は何なのか。

役所が決断すればいいということなのかもしれま

せんが、実際問題としてはなかなかその条件が変わ

らないので、前進できないこともたくさんある。以

前、八田さんは、ブアーストベストとセカンドベス

トがあると書かれていましたが、さらにサードベス

トやフォースベストという具合に、できるだけ現実

の条件のなかで、長期的な方向と当面向かうべき方

向、できることとすべきこと、これをしてしまうと

もっと悪くなるなどということを、具体的にわかる

ようなかたちで示唆していただけるとありがたい。

また、都市計画にはタイムラグの問題があります。

たとえば、まちづくりの目標は、町の安全の確保で

あり、町が円滑に機能することで、その点に関して
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は大方の合意が得られるのですが、いま、われわれ

の同業者がいちばん頭を悩ましているのは、どうや

って町を魅力的な場所にするかという問題です。町

のなかのそれぞれの場所がもっている特徴をいかに

生かしながら、変化があって楽しい町にするかとい

うところにポイントがあるような気がします。

ところが、経済学者がいうように、土地利用は経

済合理性のなかで選択されるものであり、人々は価

値があると認められるものを選択するということで

あると、価値があるものだとみんなが気がついて評

価が高まったときには、すでにそういう要素は破壊

されてしまっていて、存在しなくなっているという

ようなことがいろいろな局面でありえます。したが

って、プライスメカニズ、ムのような間接的な方法で

誘導するのでは間に合わなくて、ある環境を担保す

るためには直接的な制限を発動しなければいけない

ことになる。そこで、どういう条件のときに直接的

な制限を課し、どういう条件のときに間接的な方法

でやるべきなのか、そのへんのところをもう少して

いねいに補足し分析していただきたいと思っていま

す。

マンションをめぐる

諸問題

．分譲マンションか、賃貸マンションか

八回 これからの大都市の主要な住宅形態であるマ

ンションが、なぜ賃貸であるほうがいいかといえば、

二つ理由があると思います。

第ーは、賃貸マンションの改修や転用の決定は、

原則的にマンションのオーナーができるが、分譲マ

ンションでは、多くの区分所有者の同意を求めねば

ならず機敏に行なえないことにあります。

第二は、分譲マンションにすると、地価の変化や

周囲の環境の変化というリスクを住人一人ひとりが

とらねばならないのに対して、賃貸であれば、その

リスクはマンションのオーナーカまとることになりま

す。オーナーはマンションを何軒も持っていれば、

リスクを分散できます。都市の環境は急速に変化す

るので、リスクをとりたくないという人のためには、

むしろ賃貸であったほうがいい。

現在の日本でファミリ一向けの賃貸マンションが

あまり供給されていないのは、借地借家法と密接に



関係していると思います。われわれが外国に住んだ

経験では、たとえば 1か月分くらいの保証金で、大

きなファミリ一向けのマンションに 1年あるいは 2

年契約で入ることが何の障害もなくできるアメリカ

のようなところと、そんなことはほとんど不可能な

日本との最大の差は、借地借家法の存在にあるので

はないでしょうか。

金本 デベロッパーが倍家を供給しないのは、マー

ケットからクラウドアウトされているからです。現

在、賃貸住宅の供給者のマジョリティーは地主で、

相続税対策などの税制上の理由から、自分の土地に

借家を建てています。土地を手放したくないのです。

彼らの目的は節税であり、土地から収益を得る必要

はない。つまり、土地のコストがゼロである供給者

しか賃貸住宅を供給していないということです。し

たがって、日本の賃貸住宅の家賃は世界的に見てか

なり安いわけです。特に東京圏ではかなり安いとい

う状況にあります。ですから、土地を買って賃貸住

宅を供給する人にとってはまったく採算が合いませ

ん。住宅都市整備公団はそういうことをやっていま

すが採算割れで、賃貸住宅には実質的にかなりの補

助金が出ているということになります。

しかし、ファミリ一向けの賃貸住宅が供給できな

いかというとそんなことはなくて、地主がファミリ

ー向けの賃貸住宅を供給すればいいわけです。そう

すれば、安くて広い賃貸住宅が供給できるはずです。

管理運営はデベロッパーに委託すればいいので、そ

れほどの障害にならないはずです。したがって、フ

ァミリ一向けの賃貸住宅が供給されないのは、八回

さんがおっしゃったように、基本的には借地借家法

の問題がかなり大きいと思います。

また、マンションに基本的な問題がある理由は、

マンションが共同所有だからです。本来、分割でき

ないものをむりやり分離して、共同で所有している。

したがって、建て替えのときに、何人かの人がいや

だと言うとどうにもならなくなってしまう。これは、

魅力的な都市をつくるという問題と同じで、なかな

か難しい。そういうある種の欠陥があることはわか

っているのに、みんな買っている。それはなぜかと

いえば、同じような立地であれば戸建ては高過ぎて

しまうという非常にストレートな経済原理ですが、

それではなぜ賃貸ではないのかといえば、求めるタ

イプの賃貸住宅がないためで、基本的には借地借家

法の制約があるからだということになります。

かねもと・よしつぐ
1950年広島県生まれ。

1972年東京大学経済学部

卒業。 1977年コーネル大

学 Ph.D。加ブリティッ

シュコロンビア大学助教

授、筑波大学助教授を経

て、現在、東京大学経済

学部教授。

著書．「日本の財政シス

テム」（共編著、東京大 3

学出版会）ほか

それに加えて、税制上の問題も大きい。もし、フ

ァミリー向けの賃貸住宅が供給されて、月あたりの

コストが分譲も賃貸も同じだとしても、いまの日本

の税制では分譲を選択したほうがかなり有利になる。

特に子どもがいて、資産をある程度残そうと思って

いる人は、住宅は資産評価がかなり低くなるので、

住宅で残すとほとんど相続税がかからないことにな

ります。

つまり、分譲マンションはあまり有利な商品では

ないにもかかわらず、それを選択させてしまうよう

ないろいろな制度的な歪みがあるということです。

したがって、経済学者のリアクションとしては、フ

ァーストベストとしては借地借家法を改正して、も

う少しスムーズな借家市場をつくり、税制上の歪み

をなくして賃貸と分譲と公平にするということにな

ると思います。

・つなぎ資金は公的融資で

岩田 マンションにある種の欠陥があるということ

についてはおっしゃるとおりで、その原因はマンシ

ョン法にあると思います。たとえば、建て替えをし

ようと決めたときに、それがきちんと実行されるの

か、あるいは少しの反対があったときにどうするの

か。それは法的に整備して、行政処分で実行してし

まうほうがいい。そういうものがないと、阪神大震

災のときのように、マンションの建て替えがなかな

か進まないということになるわけです。

人によって財務状況は違うし、そこに住まなくて

も別に困らない人もいれば、そこしか住むところが

ない人もいる。マンションの建て替えが難しいのは、

経済学や借地借家法の問題であるというよりは、法
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律的な手続きの問題であり、マンション法自体が整

備されていないからだと思います。

柳沢たしかに、法律は十分ではありませんが、仮

に3分の 2の賛成で建て替えができると法律で規定

したとしても、実際にお金が出せない人が出てくる

とどうしようもないわけです。

八回 マンションの管理組合が買い取り、それを公

的にファイナンスすればいし〉。

柳沢神戸で建て替えが行き詰まっているようなと

ころについて公的資金が入るというのは、大蔵省が

それを認めるかどうかは別として、当然必要なこと

だと思います。そして、誰かに買い取ってもらって、

なおかっそこに住み続けることができるような仕掛

けであれば、現実味がある。

八回 それはちょっと無理で、権利を売った人はそ

のお金でどこか他に移るということになる。

岩田建て替えがあった場合、住環境が悪化するか

もしれませんが、所得に見合ったところに移るしか

ありません。しかし現状の日本では、補償のメカニ

ズムやマーケットで権利を売買するという仕組みが

非常に弱いことも事実です。

それは土地利用規制についてもいえることで、た

とえば容積率や空中権を売買したりできるとか、日

影規制でも、単体で考えるのではなく、地区全体で

規制を考えて、その地区の内部では日影権を当事者

同士で取引できるようにすればいい。つまり、マー

ケットで解決できる部分が、日本の場合まだたくさ

んあるような気がします。補償のメカニズムもそう

だし、規制に関するようなものも市場で取引できる

ようにすればいし当。ところが、日影権を侵害した、

だから建設反対というように、いまはすぐに訴訟に

なってしまうわけです。それで結局は全体としては

非合理的な土地利用をやっているというようなこと

になっていると思います。

・公共財の供給と都市計画の役割

岩田 ところで柳沢さんは、都市計画における「タ

イムラグ」の問題をアメニティという面から指摘さ

れましたが、一般的にいうとそれは公共財の問題で

す。つまり、経済合理性を優先していった場合、公

共財の過小供給が起こったり、環境が悪化したりし

て、負の外部性がある部分はうまくいかないという

ことです。そこに都市計画の役割があると思います

が、日本ではもっと公共的な観点を重視してやれば
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快適な町になるのに、少しずつ不効率な使い方をし

ているので、道路も狭くなってしまうし、公園も小

さくなってしまう。その結果、いまの日本の町では

公共財が不足していて、東京はその典型のような気

がします。

たとえば、道路計画にしても、私の家の近くの道

路は戦後直後に道幅を広げることが決まったのに、

40年以上経つ現在でも、少しずつ交渉して、ょうや

く少しだけ広げることができて……というようなこ

とを続けています。まさにタイムラグの問題ですが、

フリーライダー（ただ乗りする人）がどうしても出

てきてしまうことと、少しでも粘って得をしたいと

いう人が出てくる。その結果、道路はなかなか拡幅

できず、広くすることができたとしても時聞がかか

つてしまい、コストがかさんでしまう。公共投資の

コスト高が問題視されていますが、受注方法などが

不効率であるということと同時に、そういう問題も

ある。

つまり、それは経済的にコスト・ベネフィットを

考えるだけでは解決できない問題で、経済学者の負

担を他に転嫁するようですが、たとえば土地収用法

をもっと適切に運用できるような仕組みを整える必

要がある。マンションの場合も同じで、建て替えの

ための法的な手続きがいまひとつすっきりしないと

ころがあって、結局はタイムラグが大きくなってし

まい、しかも結果もよくないということになりかね

ません。ですから、市場メカニズムで解決できる部

分と、法的あるいは民主的な手続きで決めていかざ

るをえない部分との両方があると思います。

柳沢現在のシステムを解剖していただいて、どこ

までが市場メカニズムで解決できる部分なのかがわ

かるとありがたいですね。

八回 そもそも魅力的なまちづくりというのは実に

主観的な概念で、ある意味では美的な概念です。と

ころが都市計画の専門家に聞くと、すべての人聞が

美しいと感じる都市があるはずだという信念を持っ

ている人が多い。人には多様性があって、こういう

タイプの都市はいやだという人がいることを認めた

がらないのです。たぶん、本当に美しいものがある

という信念のもとに、芸術家魂をもって都市計画を

｛乍っているのでしょうが、土地や町の環境に対する

人びとの考え方はバラエティーに富んでいると思い

ます。

私は大阪の千里ニュータウンの端に住んでいるの



ですが、自動車の流れもスムースだし、公園も多く

て快適なのですが、反面、人間臭さが感じられない。

特に駅前のショッピングセンターはコンクリートの

建物で、道を 1本隔てた後ろには公団住宅がずらっ

と立ち並んでいて、町が自然に広がっていくという

ような仕組みがない。だから、たとえば友人と飲み

に行くということになると、防火の観点からは非常

にあやしいけれども、石橋駅界隈の店に行くほうが、

リラックスする面がある。これは明らかに人によっ

て好みが違うということです。

先日も、住宅に興味をもっ阪大の先生たちとの会

議で、まちづくりについての話をしていて、だれか

が「電柱を地中に埋めることについては、だれでも

賛成できるj と言ったところ、少年犯罪を専門とす

る社会学の先生で住職でもある人が突然手を挙げて

「電柱があって、電線にスズメが何羽か止まってい

てはじめてそこは町になる。電柱のない町なんて自

分は住みたいと思わない」という趣旨の発言をした

のです（笑）。電柱は町の基本的な装備の一つだと

いうわけです。どういう町が魅力的なのかについて

は千差万別の意見があるということです。

それではどうしたらいいかというと、電柱がなく

ては嫌だという人たちは電柱のある町に住めばいい

し、千里ニュータウンのような町がいいという人は

そこに住めばいい。要するに、好きなように選択す

ればいいということです。

そういうと、今の人の好みに合わせても将来住む

人はいやがるかもしれない。まちづくりは、将来の

人の好みも入れて考えなければならないと反論され

そうです。将来人気が出ることが今からわかってい

る町では地価が今からあがります。自分が住み続け

なくても、人に売ってもいいわけですから、つまり

は地価が上がるようなまちづくりをするでしょう。

電柱がいいと思っても、世の中の大勢が電柱がない

ほうがいいと思うのであれば、電柱をなくしたほう

が土地の価格はあがるはずです。自分たちの好みと

地価上昇の予想とのかねあいで町のデザインを決め

ることになります。

結局、住民が、自分たちの好みも含めて、将来そ

の土地を買いたいと思う人の好みまで考えたうえで、

魅力的なまちづくりを自分たちの観点からやるとい

うことができればいちばんいし〉。それをやるために

は、いろいろなコンサルティング会社がいくつかア

イデアを出して、その町の住民に選ばせるというの

ゃなぎさわ・あつし
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I 5J （共著、彰国社）、
「行政建築家の構想j

（共著、学芸出版社）

が理想です。

ところが、現実的にはなかなかそれも難しい。そ

れができない理由は二つある。一つは、たとえば街

区のなかでの建築基準を自らの選択で緩められるよ

うな意思決定メカニズムがないことです。地区計画

にしても、一団地の総合設計にしても、すべて市長

村が決めることになっていて、たとえ住民の100%

が望んでも自動的にはできるとは限らないのです。

しかし、市町村と住民の利害は対立することは多い

はずです。神戸市の場合が、それを非常に雄弁に物

語っているので、たとえば8割の人が賛成すれば、

魅力的なまちづくりのための規制を自分たちでつく

りあげることができるということになればいいと思

います。

．コンサルタントの役割

八回 もう一つは、神戸市の復興過程をみていて思

うのは、住民だけでは魅力的なまちづくりはできな

いわけで、専門家がいろいろなアイデアを提示する

ことが必要だということです。ところが、複数のコ

ンサルタント会社が出すアイデアの中から自分たち

で選ぶという仕組みができていなしコ。現実には、計

画の初期段階で特定のコンサルタント会社と仲よく

なり、そのコンサルタント会社は計画が実行段階に

入れば仕事がくるという期待のもとに、ほぽ無報酬

で足繁く通って相談にのる。そして、うまくいけば

そのコンサルタント会社に仕事が入るというわけで

す。そうではなくて、準備段階からコンサルタント

会社に報酬を支払うという制度が望ましいと思いま

す。最終設計では、入札して設計事務所を選べばよ

いでしょう。
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都市計画の専門家は、ともすれば自治体との良好

な関係をつくって自治体に自分のアイデアを売り込

み、それで都市計画をすることに慣れている。その

ため、いくつかのオルタナティブの中から住民に選

ばれることを非常に嫌がります。しかし、魅力的な

まちづくりの最終判断は住民の側にあるのであって、

都市計画家が提示するいくつかの案のなかから最終

的には住民が判断するというシステムにする必要が

あります。

柳沢後半部分のご指摘はおっしゃるとおりで、コ

ンサルティングフィーのシステムはないし、役所と

の関係でも、あらゆる契約のなかでもっとも遅れて

いるという気がします。しかも、役所はどのような

成果物にするかは必ずしもはっきりしていない段階

でコンサルティングを打診してくるケースが多い。

成果物がはっきりしているものは、マニュアル化さ

れていて、あまり創造的ではない作業です。頭を使

って、オリジナルな答えが期待される仕事ほど、ど

っていくコンサルタントと、その後ろで建築設計案

を出すコンサルタントが分業しつつあります。

金本 それは違うコンサルタント会社でやっている

のですか。

柳沢そうです。

八回 その場合の合意をつくるコンサルタントに対

する支払い形態がまだ十分ではないということです。

アメニティのある

まちづくり

・都市計画家の仕事

柳沢八田さんの最初のご指摘ですが、都市計画や

建築設計をやっている人聞は魅力的なまちづくりに

ついての絶対的な答えを持っているというご指摘は、

必ずしもそうではないと私は思います。

八回 住民が決定するのではなく、都市計画家が魅

のような作業をしていいかわからないし、どのよう 力的なまちづくりだと思うものが最終判断になって

な体裁の冊子にしたらいいのかよくわからないので しまうのはおかしいということです。

す。とにかく 1000万円で何とかやってくれといわれ、 柳沢 これが大事だというかたちで出しますが、そ

一緒に走りながら議論して、赤字になりそうなとこ れが最終案だということにはなっていないのではな

ろで止めるというのが実情です。 いでしょか。たとえば、電柱の話は原風景の問題で、

金本 コンサルタントをどう使っていくかというの

は非常に難しい問題ですが、最近いろいろの技術開

発で状況はかなりよくなってきつつあります。開発

の結果どうなるかということを、昔は時間とカネを

かけて模型をつくったのですが、最近はコンビュー

タ・グラフィックスを使って、直観的にわかるよう

なシステムができています。

八回 残念ながら、神戸ではまだそんなレベルでは

ありませんね。 200軒くらいの区画整理だと、みる

からに「おっさん」風のコンサルタントが入ってく

る（笑）。

金本現実には、八回さんがおっしゃるように、い

くつかのコンサルタント会社が出て、そのアイデア

を競うというほど簡単ではなくて、いろいろなこと

を話し合いながら住民の聞のコンセンサス形成を手

助けするという意味合いが非常に強いのです。です

から、そのような合意形成のためのコンサルティン

グと、プランを描くコンサルティングをある程度、

切り離す必要があります。

柳沢再開発事業などでは事実上分化しています。

コーディネーターというような役回りで合意をつく

IO 住宅土地経済 1997年冬季号

それを大事にしたいという考えは重要な問題として

受け止めます。原風景は、人々の心象にとって非常

に意味のあるもので、アメニティの一つの要素だと

思います。

岩田 東京で下町情緒を残したい、というのと同じ

ですね。

柳沢要するに、都市計画家や建築家が出す答には、

独善的な部分ももちろんありますが、時代とともに

コンセンサスを得られるようなことを専門家として

先取りしている部分はある。

八回 そのコンセンサスが、住民にはまったく関係

ないということをいっているのです。

柳沢魅力的な町であることの要素はいろいろな角

度でとらえることができて、その一つが原風景であ

り、文化的な蓄積です。文化的な蓄積のある要素を

どうはめ込むか、どう伸ばしていくかが理解される

までに時間がかかる。

八回私がいいたいのは、絶対的な最終案ではなく、

オルタナティブを提示できればいい、ということで

す。

柳沢私が申し上げた「タイムラグ」というのは、



たとえば歴史的に大きな意味を持つ文化財があって、

それを残すべきであるという地元のコンセンサスは

必ずしも得られていないけれども、周りの環境を破

壊してしまうと取り返しがつかなくなってしまうと

いうときに、とりあえず歯止めをかけておこうとい

う意思決定があってもいいのではないかということ

です。それをしないでおくと、数年後に、あれが残

っていればよかったなということになる。

八田 昔からの町並を残すということですか。

柳沢たとえばの話です。

岩田 文化財として残したいということですか。

柳沢必ずしも地元のコンセンサスは得られていな

いけれども、残すべきだというものがあるとすれば、

きっと時がたてば合意してもらえるのではないかと

いうことです。

八田 そのような場合には、地区の住民の意見だけ

聞いても仕方がない。もっと広範囲の人が関心を持

っていて、その地区にとっては非常に不便な形態か

もしれないけれども、多くの人が文化財として持ち

たいという場合は、これは一種の公共財ですから、

それを壊してしまいたいというその地区の人たちの

意見が聞き入れられなくてもかまわない。ただし、

その文化財によって恩恵を受ける人たちが不便を被

る地区の人に金銭的な補償をすべきでしょう。問題

は、補償してまで文化財を守りたいかです。

そういう話ではなくて、私がいいたいのは、自分

たちのコミュニティだけに関係するまちづくりの形

態についてです。神戸市の場合でも、たとえば大き

な公園をつくるように市がいってくるわけです。と

ころが、住民にとっては、大きな公園をつくるより

も、自分の家を大きくしたほうがいし〉。町中の人が

使う公園であれば、市の指導も必要でしょうが、基

本的にそのコミュニティの人が使うのであれば、都

市計画家が公園は大きくなければいけないというの

いわた・かずまさ

1946年東京都生まれ。

1970年東京大学教養学科

卒業。経済企画庁経済研

究所主任研究官、 OECD

経済統計局財政金融政策

課を経て、現在、東京大

学教養学部教授。

著書目「国際経済学」

（新世社）、「現代金融論」

（日本評論社）ほか

を持ち出す。つまり、地元がまとまらないときに、

都市計画をつくるという立場で役所が乗り出すこと

が正当化される場合がありうるのではないか、とい

うことです。

八田 むしろ、地元が自発的にまとまるためのルー

ルがなし功3ら市がそれを代行しているということで

はないですか。もし、何割かの人が反対しでも、大

多数が賛成するならば建設できないというルールが

あるならば、それに任せたほうがいい。

金本 いろいろ微妙な問題はありますが、何がその

街区の人たちだけの問題で、何が外の人もかかわる

問題なのか、その切り分けがかなり難しい、という

ことはあります。神戸市の公園や道路拡幅のケース

は、どちらの言い方もできる。実際問題として、日

本では街区の中だけで決めるというやりかたはして

いませんね。

八回 そのとおりです。しかし手始めにやるとした

ら、日影規制でしょう。日影規制では、被害者と加

害者があってユニットになるわけですから、当時者

だけで決めてもいい。ただし、そのユニット全体を

合わせたものが他のところに及ぼす影響については、

は、余計なおせっかいだということです。 きちんとした普通の基準でしばる、ということです。

柳沢 たしかに余計なおっせかいかもしれませんが、 容積率についても、個々の家の容積率ではなくて、

たとえばワンルーム・マンションは、そこに住む人

と周辺住民との生活のパターンがまったく違うので、

ゴミの出し方からはじまって、いろいろなところで

摩擦が発生するという意味で、つくってほしくない

と思っている住民は多い。そこで、もちろん地元で

反対が起こるのですが、必ずしも全員合意になるわ

けではありません。そこで役所が、ある地域でのワ

ンルーム・マンション建設を禁止するというルール

その地区全体で容積率を守ればいし〉。

神戸市の公園の例をあげたことが議論を混乱させ

てしまったようですが、日影規制は明確に当事者だ

けに任せられる。一般に、地区だけで決めてもいい

ものに関しては、役所がとやかくいわないで、地区

に任せたらいいのではないか、ということです。

たとえば、一つの団地の総合設計をする場合でも、

そのなかで自分たちが全員合意で基準を変えるとい
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うと、市役所はこれを認めない場合があるのです。

金本 それは基本的に外に影響するからです。外に

まったく影響しないようなものはほとんどないと思

います。

八回 外に影響するからだめだというならば話は簡

単ですが、要するに勝手にすべきではないという精

神論が前提になっていることが問題なのです。

柳沢 日影規制の話ですが、ある人が他の人に法律

以上の日陰を与えていても、双方合意のもとであれ

ばいいではないか、という議論はかなり説得力があ

る。しかし、ある土地の日影問題は現在の当事者の

間だけで決めていいものではないという考え方もあ

ります。土地は幾世代にもわたって使用されるもの

であり、次の世代の人はそれを承知でそこにくると

はいうものの、現在の当事者間の取引でいろいろな

土地のあり方が決まっていくのはまずいのではない

か。いま、たまたま土地を持っている人たちだけで

ルールをやり取りしてしまっていいのか、というこ

とです。

・アメニティのあるまちづくりの仕組み

金本柳沢さんの問題提起に触発されて、都市計画

に関する経済学的な問題のほとんどがこれまでの議

論のなかに登場した感がありますので、このあたり

で経済学者の立場から議論の整理をしておきたいと

思います。

まず、柳沢さんの提起されたタイムラグの問題で

すが、岩田さんが言外に匂わせておられるように、

外部性や公共財などの他の問題と組み合わさってい

なければ、市場原理で対応できる問題だといってよ

いと思います。土地や建物などの不動産は、資産と

して売買され、その価格は将来発生する収益の予想

を含んでいます。したがって、ある建物が将来高い

価値をもっ可能性があれば、それを反映してその建

物の現在の価格は高くなり、取り壊すのならば、そ

れを阻止するために買おうという人が出てくるはず

です。し〉いかえれば、資産市場の役割の一つはタイ

ムラグにまつわる問題を解決することです。

土地は幾世代にもわたって使用されるので、今の

所有者だけで日照（日影）に関するルールを決める

のはまずいという議論を柳沢さんが紹介されました

が、土地の売買市場が円滑に機能していればこの議

論は成立しません。一般に、今の所有者は、将来土

地を売却する可能性を考慮に入れており、そのとき
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の買い手が日照の問題をどう評価するのかによって

売却価格が変化することに無関心ではいられないか

らです。土地や住宅の資産市場は、将来の利用者の

好みや評価を、現在の所有者の意思決定に反映させ

るという重要な役割を果たしています。

もちろん、実際には、都市計画におけるタイムラ

グの問題の多くは外部性や公共財の問題と組み合わ

さっています。たとえば、建物が文化財としての価

値をもっていても、それが建物の収益性をあげると

は限りません。その建物が醸し出す風情に周辺住民

や通行者たちが感動したとしても、建物の所有者は

彼らからお金をとることは不可能なのが通常だから

です。これを経済学の言葉でいえば、その建物の文

化財としての価値は、周辺住民などに与える外部経

済だということになります。

まちづくりでもう一つ重要なのは、個々の建物が

すばらしくても、それらがバラバラでは魅力的なま

ちにはならないことです。柳沢さんが、文化的な蓄

積のある要素をどう伸ばしていくかを住民が理解す

る前に、それが破壊されてしまうと取り返しがつか

ないと言われましたが、文化的な蓄積が点のままで

はまちづくりにはならず、それを線にし、面にしな

ければならないわけです。これも外部経済の一種で

市場の失敗を引き起こします。

まちづくりには、外部性が存在したり、公共財の

供給が必要だったりするわけですが、その典型は、

民間デべロッパーによる大規模住宅開発です。開発

の規模が大規模になれば、デベロッパーが、宅地の

形状、植木や垣根の種類、建物の大きさや形状など

をデザインすることによって外部性を内部化するこ

とができますし、開発費用の一部として社会資本整

備費用を負担することもできます。このタイプの処

理の仕方の長所は、統一のとれた町並みが形成でき、

しかも、マーケットのテストがある（つまり、よく

ないまちをつくると買い手がつかなくなる）という

ことで、高品質で低価格の住宅開発を行わせるイン

センティプを内在していることです。アメリカの郊

外の住宅は、日本の半分程度という安さで、魅力的

な町並みを形成していますが、そのことの一つの理

由は、民間デベロッパーによる中規模から大規模の

開発が主流をなしていることによるのではないかと

思います。

これはあまり経済学者的ではないコメントなんで

すが、美しい都市だといわれているところの多くは



時の権力者が強引につくった町ですね（笑）。ヨー

ロツパの町はすべてそうだし、日本の町でも風情の

ある古くからの町もたいていがそうです。要するに、

都市はいろいろなものの複合体であり、全体として

のイメージが大切ですから、分権的にはつくれない

要素がもともとあるということです。もちろん、今

は民主主義の社会ですから、時の権力者が強引につ

くるというわけにはいきませんし、政府が関与すれ

ば、親方日の丸ですから、さまざまな非効率性が発

生したり、堅苦しくて、魅力のないまちができたり

します。これに対する一つの解決策が、デベロッパ

ーによる大規模開発であると言えます。

ところが、日本の仕組みは逆行していて、大規模

開発には負担金や規制をかけて市町村がいろいろう

るさいことを言いますが、周辺のミニ開発について

はほとんどフリーノfスになっています。したカまって、

アメニティの面で優れた町をつくる仕組みが阻害さ

れてしまっています。

新しい住宅開発については、外部性や公共財の問

題を内部化し、市場の働きを通じて処理することが、

かなりのていど可能です。ところが、既成市街地で

はそれが困難で、既存の地主や住民が集まって共同

の意思決定をせざるを得ない状況になります。この

入り組んでいますので、明確な線引きは必ずしも容

易ではないと思います。

いずれにせよ、すでにできあがっている都市をい

い町に変えていくためには、住民の合意を形成しな

ければならないので、非常に長い時間がかかるのは

仕方がない面があります。

・土地収用の問題

金本合意形成に関して、もう一つコメントしたい

のは、土地収用に関する話です。もし土地収用権を

強化して強制的に短期間で収用するというのであれ

ば、そのような土地収用を決める意思決定プロセス

に対する信頼がないといけないのに、日本の場合に

はそれがないことが問題です。都市でたくさん人が

住んでいるところに新しい道路をつくったりする場

合は、どこの国でも時聞がかかるもので、問題はど

のタイミングで時間をかけるかです。日本の場合は、

計画はあっという聞にできてしまって、それから土

地を買うのに20年もかかるという具合ですが、アメ

リカでもヨーロツパでも既成市街地に道路をつくる

場合は計画段階で時聞をかけます。たとえば、しば

らく前にロサンゼルスに都市の真ん中を走るハイウ

ェイができましたが、その計画が確定するまでに20

ような場合には、都市計画などの政治的なプロセス 年くらいかかっています。途中で環境問題が表面化

を用いることがほとんど不可避になり、柳沢さんや したためですが、計画段階でオープンにして住民と

八回さんが提起されたさまざまな問題が発生します。 議論して、住民が納得したあとに土地収用を行なう

たとえば、地元がまとまらないとき、役所主導でワ

ンルーム・マンション建設を規制することが正当化

できるか、当事者同士が同意したら日影規制を緩和

してよいかなどの問題があります。

最初の問題は、民主主義の政治的プロセスにおけ

る役所の役割をどう考えるかということです。建前

論では、役所は政治的意思決定をするところではな

く、議会や住民の意思決定を支援し、意思決定がな

されればそれを執行する機関であるわけです。住民

たちの見識が足りないと役人や都市計画家が思う場

合には、彼らの意見を変えるように説得することは

できますが、住民の意見を無視して、自分たちの意

見を押しつけることは許されていないはずです。

第二の問題については、すでに申し上げましたよ

うに、団地の外部に対して影響を及ぼす決定である

かどうかが重要です。そうでなければ、団地の人々

が自由に決定して差し支えないはずです。しかし、

実際の都市では、相互依存の関係がきわめて複雑に

というのであれば、かなりのコンセンサスを得るこ

とはできるでしょう。

日本的な意思決定をやっていると、土地収用に時

間がかかるのは仕方がないので、どちらがいいかと

聞かれれば、計画段階でオープンにして住民参加で

ワイワイ徹底的に議論する欧米型のほうがいい。そ

の理由は二つあって、一つはそのことによってデモ

クラシーが機能するということです。もう一つは、

そのほうが安いからです。少しずつ買っていると工

事期聞が長くなりますから、資金はその間寝てしま

い、トータルとしてコストは非常に高くなってしま

います。意思決定の段階で時間をかけ、あとは強い

収用権を利用して短期間で完成するほうが、はるか

に安上がりだ思います。

八回 収用に際しては、補償額も上積みすべきです。

「消費者余剰」の考え方を知っていれば、市場価格

だけで売り渡すのはまったく損なことは明らかです

から、譲渡益税に関する優遇措置だけではとても足
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りない。憲法問題にひっかかるといわれていますが、

何らかの理由づけをして、最初から補償額を上積み

して土地収用にかかるべきだと思います。

・結果指向型平等主義の思想、

岩田 ところで、公的金融や借地借家法は弱者保護

の問題といわれますが、それはかっこ付きの弱者で、

野口悠紀雄さん流にいえば「40年体制jの産物だと

いう気がします。つまり、アメリカは基本的には機

会は平等で、結果は非常に不平等だという社会です

が、日本の戦時中の思想、は乏しきを分かちあうとい

うことで、結果が平等であるべきだとされていたと

いうことです。公的金融は戦後の制度ですが、思想

的にはそういうものを引きず、っているのではないか

という気がします。

たとえば、金本さんは日本の家賃が安いとおっし

ゃっいましたが、それは地主が借家をつくっている

ケースが多いということもありますが、市場価格で

は家賃改定できない仕組みになっていることに原因

がある。もとをたどれば、 f昔地｛昔家法でかっこ付き

の弱者の利益を守らなくてはいけないことになって

いるからで、家賃改定の場合には、その人たちの権

利を十分保護してあげなければいけないという意味

での強い平等主義がある。つまり、再分配メカニズ

ムを組み込んだ結果指向型平等主義の思想、が日本の

戦後の制度的な考え方の基幹をなしているというこ

とです。

公平の確保を図るためには、機会均等の確保によ

って事前の公平を図ることを第ーとし、所得・富の

分配によって事後の公平を図る場合には、普遍的な

所得・富の垂直的な再分配政策に原則として限定す

べきです。それ以外に事後の公平の確保という観点

から、特定の主体を対象に補助を行なう場合は、憲

法第25条に定める範囲に限定し、真の「弱者」を対

称とした施策に重点化すべきです。いわゆる「弱

者」保護を理由としたさまざまな個別補助施策、税

制上の特別優遇措置などが実施されていますが、こ

れらの補助施策においては、「弱者」の概念が固定

化し、特定受益者の既得権化しているものが少なく

ありません。また、それが同時に許認可や補助金交

付を行なう行政の既得権限となっているため、行政

および行政機構の一層の硬直化をも招いています。

公的金融の役割にしても、税制にしても同じで、

小規模のもの、あるいは一見弱者に見えるものは優

14 住宅土地経済 1997年冬季号

遇すべきだということになる。その結果が、たとえ

ばまちづくりにおいても、いろいろな制約になって

くる。つまり、本当の意味での土地の有効利用をす

る余地（経済学的にいえば、パレート改善の余地）

がまだたくさん残っているのに、それを妨げている

のは結果指向型平等主義で、名目上は困っている人

を助け、弱者を守るということですが、そういう思

想があまりにも強いために、結果的にはみんながハ

ッピーでないということになってしまっている。

住宅・土地問題だけでなくて、あらゆる分野でそ

ういうことがあって、最終的にはみんなの負担にな

って困ってしまうということだろうと思います。そ

ういう結果指向型平等主義ではなく、本当に困って

いる人には直接的な所得保障を、現金で行なうほう

がいいのに、それを間接的なやり方でやるものだか

ら、そういう仕組みを悪用するような一種のフリー

ライダーが出てしまう、ということになります。

柳沢経済学者にはよくわかることかもしれません

が、正直なところ、もう一つよくわからないのです

カヨ。

岩田 たとえば、いま市場価格なみの家賃に改定し

たいと思っても、なかなか簡単にはできないという

ことがあります。

八回 それは市場家賃にいきなり近づけてはいけな

いという判例があるからだということです。

岩田 裁判になると、最後は裁判官が家賃を決める

わけで、その区画だけ市場価格とは隔絶した価格で

決まってしまう。裁判官がそういう判決を出すのは、

もとをたどると結局はかっこ付きの弱者保護の思想、

つまりそういう人たちを守ってあげなくてはいけな

いという考えがあるからです。

八回 裁判官は、個別ケースの弱者を考えてそうい

う判断をすることが、政策的に日本全体の住宅の取

引にどういう影響を与えるかということは考えませ

んからね。

金本 もう少し補足すると、日本の場合、ある意味

で弱者保護を建前としている政策は多いのですが、

本当の弱者はだれなのかということについてはきち

んと見ていないといえます。最近はだいぶ改善され

ましたが、身体障害者などの本当に困っている人に

対してどれだけのことをしたのかというと、欧米諸

国に比べてもかなりなおざりにされていた面があり

ます。逆に、米作農家が保護されていますが、多く

の農家の農業以外の所得はけっこう高いのに、農業



所得だけみると困っているように見えるので、いろ

いろな補助がたくさん出ているということです。

それと同じように、借地借家法では借家人が弱者

とされています。確かに、家主と借家人を比較すれ

ば借家人のほうが弱者に見えますが、世の中一般の

人と比較すると、借家人はそれほど弱者でもないの

にもかかわらず、裁判官は家主と借家人の二人だけ

を比較して判断を下すケースが多い。行政担当者や

都市計画家の普通の実感としては、中小企業とか一

見弱者に見える人に対してなんらかの政策をするの

は当然だという印象をもつのではなし功〉ということ

ですロ

柳沢縦割り行政ということではないのですが、自

分の領域で何ができるかを考えて、その土俵の中で

相対的に救済の対象となる条件をもっているところ

を救済しようというふうに短絡的にいく可能性は強

いような気がします。

八回借地借家法にしても家賃補助にしても、いわ

ゆる弱者に対しての住宅政策とされていますが、そ

うやって保護されている人たちは必ずしも弱者では

ないということです。一つには、所得の捕捉が完全

になされていないので、だれが本当の弱者かわから

ないということがその根幹にある。

もう一つは、弱者でない人が政策のうえで弱者に

されていることが問題です。たとえば、倍地借家法

に関して、もし弱者保護ということをいうならば、

たとえば家賃10万円以上の借家に関しては、借地借

家法の正当事由要件を要求しないというふうにでき

る。大多数の人は、これに賛成してくれると思うの

ですが、法律家の考えはそれほど甘いものではない

らしい。普通の人は契約などほとんど理解できない

「弱者」です。だから彼らを法律で守ってやる必要

があるということらしいのです。彼らからみれば、

金持ちも弱者なのです。

弱者対策がうまくいかない原因には、いま柳沢さ

んがおっしゃったように、役所の管轄の問題があり

ます。これが際立つているのはホームレス対策の遅

れです。日本の住宅政策でいちばん大切なことはホ

ームレス対策で、これをしないでおいて中産階級に

いろいろな補助をするのは無意味だと思います。し

かし、建設省にいわせればホームレスは住宅局の所

管ではないし、厚生省に住宅が建設できるのかとい

えばそうでもない。要するに、だれも責任をもって

所管していないことが問題で、いちばん大切なこと

が二つの椅子の聞に落ちてしまっているわけです。

土地・住宅経済学の

課題

・都市計画家と経済学者

金本 ところで、経済学者以外の人と話をしている

と、経済学者は新しい制度についていろいろな観点

から問題提起するということに対しては消極的では

ないかといわれることが多いのです。規制緩和をし

て市場に任せておけばいいのだという議論はよくさ

れますが、たとえば、土地に関する税率一つをとっ

ても、何%がいいのかという話はしない、こういう

条件の時にはこうで、別の条件であればこうだとい

う具体的な話が聞けないという不満だと思いますが、

経済学に対するそういう見方についてはどう反論し

ますか。

八困 難しい問題ですが、たとえば家を買う時には

誰でも、自分で建築家に相談したり、雑誌を見たり、

モデルハウスを見たりして自分の責任で決めます。

たとえその道の専門家でも、あなたはこういう家を

買いなさいとは決していえません。家を買いたいと

いう人に対して専門家ができるのは、たとえばイタ

リアでこういうことをやっているし、スウェーデン

ではこういうことをやっているという具合にいろい

ろなケースを見せることだけです。それが専門家の

役割であり、それが非常に役に立つことも事実です。

しかし、最終的に判断するのは家を買う本人です。

基本的には専門家は選択するためのフレームをつく

ることが仕事だと思います。

公共財は複数の人に同時に影響を与えるものです

から、経済学者の出る幕ですが、やはり同じように、

経済学者はいくつかの選択肢を示して、住民が最終

的に判断するということになります。

ある建築家に建築家仲間ではお互いの業績をどう

やって判断するのかを聞いたところ、すばらしい設

計図をいくつ描いてもそれはまったく無意味で、実

際に建築されるような設計図を描くことが重要だと

いうことでした。実際にいくつ建てるかがその人の

業績になる。要するに、建築家の場合には、市場の

判断があるわけです。

ところが、都市計画家の場合はどうかといえば、

顧客は市町村であり、そこには市場の判断の入る余
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地がない。むしろ市町村との深い関係だとかコネが

重要で、そういうことで売り込んでいるのではない

か。そういう政治と結びついた仕組みではなく、都

市計画や都市整備で最終的には自らの資産価値に影

響を受ける人たちが、都市計画の専門家が提示する

もののなかから選べるようなメカニズムをつくるべ

きではないかということです。

公共財は影響する範囲が広いので、国がいいのか

地方公共団体がいいのか判断できかねることも多い

のですが、少なくとも県や地方自治体が公共財の範

囲と完全に適合することはないわけです。特に住宅

に関連する財では、かなり狭い範囲である場合が多

い。そのようなときに決断するメカニズムがあまり

うまくいっていない。

金本都市計画家が市町村の担当者さえ説得できれ

ば、それで終わりだというようなものでもないとは

思いますが…－

柳沢具体的な案の段階になれば、都市計画でもい

ろいろなレベルがあります。たとえば、用途地域の

変更は実際には地元に影響があるのですが、非常に

間接的なものなので、基本的には役所とだけやりと

りします。しかし、具体的な場所のプロジェクトと

か、具体的な場所をじわじわ改善していくような事

業のときは、地元の人たちに信頼してもらえないと、

あのコンサルタントはだめだという熔印を押されて

しまいます。そのへんはかなりシビアだし、何年も

かかるものですから、最初2年くらいやったけれど

もあのコンサルタントはわけがわからないというこ

とになると頓挫してしまい、別のコンサルタントが

来てようやく動くようになるというケースもかなり

多いのです。

八田 市町村がコンサルタントを替えるわけですね。

柳沢 お金をかけて調査しでも何も動かないわけで

す。そうすると市町村は、 1年か2年休んでしまう

のです。そして、しばらくたってやる気になったと

きには違うコンサルタントを頼むということです。

八回 その場合のコンサルの選定は地元がやってい

るのですか。

柳沢 それはもちろん役所がやります。ただ、あの

コンサルタントのときは地元の信頼は得られなかっ

たとか、事態がほとんど動かないということがあっ

て、どこそこのコンサルタントはだめだということ

はおおよそはっきりすると思います。

金本 イギリスでの住民と自治体との聞のやり取り
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のプロセスをみると、日本よりはるかに密着したレ

ベルで、たくさんのお金を使って、頻繁にやってい

るという印象です。そういう面でいえば、日本のい

まの仕組みが必ずしもいいとはいえないという問題

は当然ある。しかし、実際に住民にかかわる問題で、

住民の意思が反映されないということはありえない

と思います。ただ、住民との対話のプロセスがあま

りフォーマルな格好で行なわれていないので、住民

全体の合意がうまくできていないケースもありうる

とは思Lいます。

・経済学者の役割

金本経済学者の役割について私なりの考えをいえ

ば、経済学者は建築家でも都市計画家でもないので、

どこにどういう道路をつくればいいというようなこ

とは言う立場にはないと思います。ただ、都市計画

家が提案するいろいろなことを実施するためにはお

金がかかりますから、その裏に経済的な計算が入っ

てくるのは当然で、どういう計算をしなければなら

ないとかいうことはできるはずです。特に、都市計

画ではたくさんの人の聞の相互関係が重要で、その

計画の重要性を判断したり、それを評価するという

非常に難しい問題があり、それは経済学者が解くべ

き問題ではないか。まだそれほどきちんとした成果

は上がっていませんが、それに向けてやっていくべ

きだろうと思います。

そういうことをやる際に、私が感じていることは、

都市の問題は非常にローカルな問題で、これまでわ

れわれ経済学者が扱ってきたようなデータではうま

くいかないということです。たとえば、環境の価値

の計測をやるときでも、通常のデータを使ったので

は価値がプラスに出ない場合が多くて、評価がうま

くできないのです。

それはなぜかというと、たぶん公園が3メートル

先にあるのと10メートル先にあるのとでは非常に違

うからだと思います。窓から公園の緑が見えるか見

えないかだけで違う。そういう非常に細かい構造を

入れこまないと、アメニティの価値は見えてこない

ということがあります。

ただ最近、地理情報システムなど、地理的に細か

いデータベースができつつあり、それを使った手法

も開発されつつあるので、新しい進展があるのでは

ないかと期待しています。そこまで具体的になれば、

経済学者も都市計画家や建築家と話がかなり通じる



ようになるかもしれません。

柳沢われわれもいまは、どちらかというと感覚的

にアナログ的にやっているのですが、デジタル的に

出てくる可能性はあるのでしょうか。

金本経済もまだまだアナログ段階で……（笑）。

八回 たとえば、ある大きさの公園ができたらどの

くらい地価が上がるということが正確に予測できた

としても、そのほかに不確実性はいろいろたくさん

ある。それに、まったくローカルな話だから、向こ

うではこうなったかもしれないがここでは違うとい

うように、いろいろな要因を入れると、どれだけ精

微化できるか、やはり限界はあるでしょうね。

金本われわれができることは、ある程度大ざっぱ

なことでしょう。デザイナーの最後のタッチとか、

いろいろな要素のちょっとした配合でまったく違っ

てくる。幸いなことに、そこまではわれわれはタッ

チしないということになるので、お互いにそれでハ

ッピーになるという気がします。

八回 得をするのか損をするか、最後のリスクをと

るのは資産をもっている住民自身です。

．土地・住宅経済学の課題

金本最後に、これからの課題あるいはこういう分

野に挑戦したいということについてお話しいただけ

ればと思います。

です。

柳沢建築基準法がなぜ守れないかということが経

済学とどう関係するかはよくわかりませんが、建築

基準法といっても、安全にかかわる単体規定とアメ

ニティに関係する都市計画的な制限である集団規定

とでは、同じく守られないといっても、その質はか

なり違います。もちろん単体規定も守られないケー

スが多いのですが、それを守らなければ、その被害

は建物を使う側としての自分に直接的にはねかえっ

てくるわけです。防災設備が悪ければだれかが死ぬ、

建物の構造が悪ければ倒れるということですから、

そういう意味では守らなければいけない構造が原理

的にはある。

ところが、集団規定のほうは建てる側と守らせる

側とは利害が対立する関係になっています。そうい

う対立を背景とし、守らせるべきルールがまだ社会

的に十分支持を得られていない状況のなかで制限を

している。だから、守らせる側にも、そんなこと知

ったことかといって違反建築をしている人聞を強制

的に代執行する迫力が出てこないのです。したがっ

て、制限の内容がもう少し合理的なものに変わって、

それが定着して一般的な支持が受けられるようにな

れば、厳格に代執行するということもできると思い

ます。

岩田 経済学者の課題として二つあげたいと思いま

八回 さきほどもいいましたが、これからの課題の す。一つは、公共性をもっていると一般的にいわれ

一つはホームレス対策です。ホームレスに対して、 ている土地や住宅の最適な決定メカニズムはどうあ

私は直接に住宅を供給すべき理由があります。もち るべきかという問題です。都市計画にしても土地の

ろん、ホームレスの人たちのその後の問題だとか、 有効利用にしても、下から決定するメカニズムすな

精神病の人をどうするかという学際的な問題もあり、 わち市場メカニズムと、上から決めるメカニズムす

これは本格的に扱っていかなければいけない問題で

す。特に建設省は、住宅を直接供給する技術をもっ

ているので、それを利用すべき分野だと思います。

もう一つは建築基準法が守られていないという問

題です。建築基準法の完了検査は新築の 3割程度で

しかなく、ほかはそのまま放っておかれている。ま

た、違法建築に対する処罰もほとんどなく、行政代

執行が行なわれる件数は年に 2～3件、何も行なわ

れない年もある。この違法建築が野放しになってい

る状況を、あまり税金をかけずに、建設主が最終的

に検査費用を出すというかたちで検査できる仕組み

をつくっていくことはできないかということです。

それは新しい住宅経済学として、情報の経済学を専

門としている人たちに取り組んでいただきたい課題

なわち政治的、社会的な決定の両方があって、その

二つをうまく和解させるにはどうしたらいいかとい

うことです。

これは住宅・土地だけの問題ではなくて、経済学

全般の問題かもしれません。実際、ケネス・アロー

は1950年代にそういうことを一所懸命考えて、それ

は不可能で、独裁者が決めるしかないという結論を

出しています。また、最近は多数の依頼人のいる代

理人問題として分析する試みもあります。金本さん

は、いい都市はやはり独裁者がつくっているとおっ

しゃいましたが、そういう社会的な決定のパラドッ

クスまたは不効率性みたいな話と、市場の合理性や

効率性で決まっていくという話がうまく噛み合うよ

うに説明できればいいと思います。

座談会住宅・土地経済学の成果と課題 ！？ 



二つめは、これまでの規制のあり方の問題です。

借地借家法でも建築規制でも、すべて一律型の規制

だからいろいろな非効率性をたくさん生んでいるの

だと思います。それを、情報の非対称性を前提とし

たインセンティプ規制すなわち経済主体の決定のイ

ンセンティブを尊重したような規制にもっていくこ

とが重要であり、それはラフォン＝ティロールなど

の情報の経済学の蓄積を利用することによってでき

るのではないか。

また、日本は空中権や所有権の売買が非常にやり

にくいような状況なので、インセンティプ型の規制

にするときには、そういうマーケットも整備するこ

とが必要で、経済学者としてはその種のマーケット

ができた場合にどういう問題が解決するのかという

ようなことを研究していく必要があるのではないで

しょうか。

金本最近、政治行政システムのあり方がいろいろ

議論になっていて、私も行政改革委員会でいろいろ

悩ましい状況にあるのですが、（笑）都市計画の問

題は非常にいい具体例だと思います。こういう問題

はかなり宙に浮いた議論が多いのですが、具体例を

f吏いながら、どういうときにどういうf土手丑みで、ど

ういうふうに行政機関ないしは政治システムが入っ

ていくべきかということを、経済学者としても分析

する必要がある。もちろん、問題はそれほど簡単で

はなくて、うまく経済学の分析に乗るかどうか、な

かなか大変だとは思います。

また、今日の議論でも、たくさんの研究課題が出

ていて、たとえばマンションにある種の欠陥がある

のはマンションが共同所有で、共同所有者たちが全

体で意思決定をしなければならないからなのですが、

この問題は最近、経済学の世界で非常に流行してい

るゲーム理論を使って分析することが可能です。さ

らに、建築規制等の問題についても、まだまだいろ

いろな分析ができるだろうと思っています。

もう一つだけ指摘したいのは、税制の問題です。

税制の歪みなどの問題については、これまでかなり

理論的な分析が進められていて、だいたい解けたの

ではないかという感じですが、具体的な政策として

何をどういじればいいのか、完全に歪みのない税制

は不可能ですから、どこをどう変えて、セカンドベ

ストな政策にしたらいいのか。これは今後取り組ん

でいくべき重要な課題です。

最後に、これまでの足かけ 6年間の研究成果を基
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礎に、今後さらに、柳沢さんをはじめとして非経済

学者たちが求めるようなところに少しずつでも近づ

いていけるようなプラクテイカルな研究ができるこ

とを期待したいということで、とりあえず締めくく

らせていただきたいと思います。ありがとうござい

ました。 （完）

＊座談会で言及された文献リスト

［『季刊・住宅土地経済Jの論文］

岩田一政「土地パズルと税制」第 2号／「持ち家・借家

選択と税制 I」第6号／「持ち家・借家選択と税制II」

第8号／「リスク・プレミアムと消費」第14号／「資産

価格と消費」第20号。

井出多加子・中神康博「収束か発散か：日本の地価の場

合」第9号。

上野賢一「日本における新築住宅市場の実証分析J第22号。

金本良嗣「譲渡所得税と遊休地の開発」第 4号／「日本・

ドイツ・アメリカの住宅市場」第 9号／「日本・ドイ

ツ・アメリカの住宅政策 I」第11号／「譲渡所得税の凍

結効果と中立課税」第13号／「日本・ドイツ・アメリカ

の土地市場」第21号。

棲川昌哉「土地担保融資と地価」第12号。

瀬古美喜「床面積需要関数と敷地面積需要関数」第 1号／

「東京国における住み替えと居住形態の選択j第11号／

「移動費用を伴う住み替え、居住形態、立地の同時選

択」第16号。

中神康博「商業地と『バブルjj第22号。

野口悠紀雄「固定資産税と譲渡益課税が土地市場に及ぼ

す影響j第 9号。

森泉陽子「日本の公的住宅金融における信用割当とロー

ン需要」第14号／「民間住宅ローン需要におよぽす公的

住宅金融の効果］第22号。

山崎福寿「土地譲渡所得税の凍結効果と転用阻害効果」第

5号／「土地税制の比較分析j第16号。

吉野直行「住宅金融と経済厚生j第19号。

［その他の文献］
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in the Tokyo Metropolitan Area，＇’ in Yukio Nogu-
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United S似たsand japan, University of Chicago 

Press, with T.Okawara. 

八回達夫「どのような都心居住促進政策ならば正当化で

きるのかj『都市住宅学.I1994年冬号。

八回達夫「どのような住宅補助政策ならば正当化できる

のか」『都市住宅学』 1995年秋号。

八回達夫「借地借家法は、賃貸住宅供給を抑制していな

いのか？］『都市住宅学J1995年冬号。

八回達夫「批判に耐えられる住宅補助政策はあるのか」
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専門家以外にはあまり知られて る。浅見論文で考察されているひ 住宅が新築されてそこに入居する

いないが、経済学の1分野として とつの例は、分数型指標である。 家計がいると、その家計が住んで

指数理論がある。指数理論を知ら これには、人口を地域面積で除し いた住宅は空き家になり、そこに

ない人も、消費者物価指数や た人口密度や、延べ床面積を地区 新しい家計が入ってくるというも

GNPといった各種の指数のお世 面積で除した容積率などがある。 のである。アメリカでは中古住宅

話になることは多いはずである。 分数型指標に関する公理的アプロ 市場が大きな比重を占めているの

指数理論は、それぞれの指数が ーチでは、どのような条件を要求 で、このような住み替えのプロセ

持つ性質を調べたり、特定の目的 するとこれらの分数型指標が出て スが大きく取り上げられている。

のために適した指数はどういうも くるのかを調べる。 フィルタリングの存在はアメリ

のであるかを研究するものである。 浅見論文によれば、連続性、単 カにおける住宅政策の議論にも影

指数理論にはいくつかのアプロー 調性、類似性の三つの条件をすべ 響を与えてきた。それは、中堅お

チが存在するが、以下の二つのア て満たす指標（指数）は、分数型 よび高所得層のための住宅供給が

プローチが最も重要である。 指標あるいはその単調変換しかな なされると、フィルタリングのプ

第一は、経済学的アプローチで い。容積率を例にとると、この結 ロセスを通じて、その影響が低所

あり、指数に表現させたい（経済 論は以下のことを意味している。 得層にまで波及するというもので

的な）性質を特定し、その性質を (a）延べ床面積または地区面積が微 ある。したがって、低所得層用の

表現する指数を探すといったもの 小だけ変化すると容積率の変化も 住宅を新規に供給するかわりに、

である。たとえば、生計費指数は、微小であり（連続性）、（b）延べ床 中堅および高所得層用の住宅がス

価格体系が変化したときの生活費 面積が大きくなると容積率は高く ムースに供給されるようにすれば

の変化を表現しようとするもので なり（単調性）、（c）同じ容積率の ょいといった主張がなされた。

あるが、指数の経済理論では、あ 地区を二つ合わせても、容積率は 駒井論文は、このような住み替

る一定の効用水準を達成しようと 変わらない（類似性）ならば、容 えに焦点、を当てたフィルタリング

する際に必要な所得（あるいは、 積率は、 φ（延べ床面積／地区面 の捉えかたを拡張して、「なんら

支出）額が、それぞれの価格体系 積）の形でなければならない。こ かの外生的なインパクトが、既存

のもとでどれだけになるかという の結論を用いると、類似性が成り 住宅ストックのサプマーケットに

ことを出発点として、それをうま 立っかどうかが、分数型指標を用 対して及ぼす間接的な影響」をフ

く表現できるような指数を考える。 いるうえでのチェック項目として イルタリングとして定義し、日本

また、国民の厚生水準を貨幣単位 重要であることがわかる。 の住宅市場にこの広義のフィルタ

で表現するためには、どのような 浅見論文は、分数型指標に加え リングが存在しているかどうかを

実質国民所得の計算法が望ましい て、加算型指標や和比率型指標の 実証的に検証している。

かといった問題も考えられている。分析も行なっており、興味深い結 駒井論文の実証結果によれば、

第二のアプローチは、公理的ア 論を得ている。それらについては、住宅の新規供給は低水準居住を減

プローチであり、指数が満たさな 論文の本文をお読みいただきたい。少させる効果を持つが、持ち家の

ければならない条件をいくつか指 駒井論文は、アメリカでさかん 建設に限るとこの効果はほとんど

定し、それらを満足する指数をみ に議論されたフィルタリングの問 存在しない。ただし、持ち家の建

つけようというものである。 題を扱っている。通常のフィルタ 設でも、住宅金融公庫融資を受け

浅見論文は、第二の公理的アプ リングの議論は、居住者が引越し た部分については、広義の低水準

ローチを用いて、居住環境指標を をして住宅の住み替えが起きるこ 居住を減少させる効果が認められ

構成する際の注意点を指摘してい とを想定している。典型的な例は、 ている。 (K) 
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居住環境指標の妥当性
総合化としての加算と分数指標としての除算

浅見泰司

はじめに

都市の居住環境を数値で比較する研究が多く

みられる。自分の住んでいる都市の居住環境が

全国の都市と比べてどの程度なのかということ

は、誰しも興味がある。環境意識が高まるなか、

このような都市居住環境を客観的に表そうとい

う試み自体は評価できる。ところが、居住環境

を表現するための指標値の検討が不十分であっ

たり、複数の居住環境指標値をひとつの指標に

総合化するときに不適切な操作が行なわれてい

ることが多い。

たとえば、住宅地の状況を調べようとすると

き、さまざまな居住環境指標が用いられるが、

その指標には、 00率とか00密度などという

ような分数型の指標がよく使われる。これは地

域の広がりが対象地域ごとに異なるため、××

人とか××平方メートルなどと絶対値で表すと、

地域の状況を比較できないためである。

また、都市や地域の総合環境指標を求める際

には、それらの個々の居住環境指標を用いて総

合指標を作る。この際に居住環境指標を基準化

（それぞれの指標値から平均値を号｜いて標準偏

差で除す）して、合計するという操作がなされ

ることカまある。

しかし、これらの分数指標（除算）や合計操

作（加算）は適切であると考えてよいのだろう

か。本稿では、居住環境指標を算出するうえで、

しばしばお目にかかる足し算と割り算という二

つの基本的な演算操作について考察してみたい。
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l悩ましい足し算

まずは足し算から考えよう。「リンゴ 3個と

ミカン 5個で合わせていくつになるかj という

問いは小学校低学年児を混乱させることがある

という。小さな子供にとってみれば、リンゴも

ミカンもまったく異なる物であり、合わせても

ミカンはあくまでミカンであってリンゴと同じ

わけではない。設問の背後には、リンゴとミカ

ンは両方とも果物なので、合わせて数えること

に意味があるという暗黙の前提がある。上述の

問いは、リンゴもミカンも同じ果物であるとい

う、より汎概念における共通性が認識されない

かぎり、合わせるという加算操作は理解されな

いのである。実際、重さで考えれば、もしかす

るとミカン 5個はリンゴ 3個分になるかもしれ

ず、単純な加算ではなく重み付きの加算のほう

が適切かもしれない。足し算をするという操作

には、足される物同士を同じとして扱えるとい

う等価性の仮定が隠されているのである。

2総合環境指標としての合計値

われわれが居住環境などを把握しようとする

とき、そのための指標としてあまり意識もせず

に足し算を用いている。複数地区の人口を足し

合わせて地域全体の人口を求めたり、面積の和

をとる。このような和をとるという操作は、地

区間士の人口や面積が等価なものとして扱うこ

とができるからこそ、和をとる意味がある。

ところが、どの都市が住みやすいかなどとい



う総合居住環境指標を求める場合には、この等

価性が損なわれているような例が多い。個別の

居住環境を表すために、さまざまな異質な指標

が使われる。たとえば、人口密度、一人当たり

美術館床面積、一人当たり小売り販売高、一人

当たり都市公園面積、平均余暇時間などが算出

される。これらのさまざまな指標を基準化して

合計し、総合環境指標として使う場合を考えて

みよう。この加算という操作にどれほどの正当

性があるだろうか。

二つの指標を単純に加算するためには、個々

の居住環境指標が等価でなければならない。そ

れには実は二つのことを確認する必要がある

（表 1）。

まず、第ーに個々の指標のなかで、 lという

差がどのような値においても同じ格差を表して

いることを確認する必要がある。たとえば、指

標値がOから lに増加した場合の効果と 5から

6に増加した場合の効果は同等でなければなら

ない。このような指標の間隔がどれも同じ違い

を表すという性質は、この距離尺度性（田中、

1977）と呼ばれる。距離尺度性は、多く使われ

ている居住環境指標において満たされていない。

一人当たりの都市公園面積を例にあげると、

Om＇／人と lm＇／人の差も 5ぱ／人と 6m＇／人

の差も居住環境格差としては同じような違いと

いえるだろうか。おそらく、 5m＇／人から 6

m＇／人への環境改善より、 Oぱ／人から lm'/

人への環境改善のほうが居住環境改善効果が高

い。同様なことは、上で例示したどの指標につ

いてもあてはまる。

もしもこの距離尺度性が成り立たない場合に

は、指標同士の単純な加算はおろか、重み付き

の加算でさえも不適切になってしまう。それは、

重み付きの加算でも、同じ指標における間

隔はどれも同じ重みとなるためである。し

たがって、指標自体に工夫を加えなければ

ならなくなる。

では、どのような工夫をすればよいのだ

ろうか。たとえば、一人当たりの公園面積

あさみ・やすし

1960年東京都生まれ。 1982年東

京大学工学部都市工学科卒業。

1987年ペンシルウF7ニア大学地

域科学学科博士課程修了、 Ph.D。

助手、講師を経て、現在、東京

大学大学院工学系研究科都市工

学専攻助教授。

著書 「東京一極集中の経済介
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という指標で考えてみよう。もしも仮に、 Oか

ら1への改善効果は、 lから 4への改善効果と

等ししまたそれは 4から 9への改善効果に等

しいとしよう。この場合に、すべて同じ間隔に

なるように指標を変更するとしたら、「（一人当

たりの公園面積）の平方根」を指標として選べ

ばよい。すると、上記の差はすべて同じ lの差

となる。一般には、生の指標を xとし、間隔

の価値を一定にした指標値を g(x）とすると、

xにおける微小 1単位の改善効果がg’（x）とな

るように、変換関数g（・）をとればよい。

第二に確認すべきことは、指標相互において、

1という差が同じ格差を表しているかどうかで

ある。基準化しないで加算すれば不適切である

ことは容易に理解できる。しかし、基準化して

加算する場合には、この点はわかりにくい。た

だ、基準化しでも多くの場合不適切になるだろ

うことは次のようにして理解できる。

基準化という作業で重要な点は、平均値を引

く部分ではなく、標準偏差で除す部分である。

これによって指標値の 1という差の意味を変え

ているからである。基準化されると、 lという

差は標準偏差と等しくなる。たとえば、一人当

たり美術館床面積と一人当たり都市公園面積を

上述の意味で変換して、かつ、ともに基準化し

て足し合わせる操作を考えてみよう。データと

表1一総合化のための加算手続きをするうえでの

チェック項目

個々の指標内の｜個々の指標について、差の価値がどのよ

距離尺度全 うな値においても同じかっ

指標聞の

間隔等価性
指標相互について、差の価値が同じか？
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する都市は、とくに美術館が多い都

市のみを集めたなどということがな

く、ぱらつき方がどちらの指標に関

しても標準的であると仮定する。基

準化されているわけであるから、ど

ちらも 1標準偏差分が1となるわけ

である。そこで、平均よりも美術館

という面で 1標準偏差大きい都市と

都市公園という面で 1標準偏差大き

い都市は同じように居住環境が優れ

図1 分数型指標と総合化のための合計値指標

（個々 の居住環境指標） 分数型指標

除算

円／s一寸和比率型指標山，＋・ ・+pn)/{ 

y二 q/t 

z=r/u 

~ 

X二（x μx）／ι 

Y= (y μy）／σy 

Z= (z μ，）／σz 

ていると考えてよいだろうか。日本 （総合居住環境指標） 合計値指標

の現在の都市公園が大きく不足して 加算 T=X十Y+Z

いるという現状では、都市公園とい

う面で l標準偏差分大きいほうが居住環境とし

て優れていると思われる。つまり、基準化とい

う作業は、ある意味で各指標の重要度という重

みを均一化してしまう作業なのである。そして、

総合居住環境指標を求める場合に基準化値を合

算するということは、用いた指標すべてが居住

環境について同じ価値をもつことを前提にして

いるのである。この前提が往々にして成り立た

ないことは容易に予想できる。この前提が成り

立たない場合には、居住環境への寄与という面

での重要度を重みで示し、それを用いて重み付

き加算をすればよい。

3悩ましい割り算

次に割り算について考えてみよう。割り算も

小学生を悩ます演算のひとつである。割り算に

は余りを求める剰余演算と無理矢理割り切って

しまう分数演算の 2種類がある。本来、別の概

念なのに同じ記号を使うために混乱しやすい。

「9÷2は」と聞かれれば、「 4余り 1Jと答え

てもよいし、「 9/2 (=4.5)J と答えても正解

である。

小学校では最初、 A÷Bという割り算は、 B

という単位がAにいくつ入るかを求める単位分

割計算であると習う。しかし、次第に割り算は

分数比と同じであることを教えられる。いくつ

入るかという考え方は剰余演算であり、離散的
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に考える必要がある。だからこそ、余りという

半端数を商とは別に求めるというあまり気持ち

のよくない作業をしなければならない。ところ

が、分数比と同じであることを理解するには、

離散的な発想から連続的な発想への転換が必要

となる。

小学生が、割り算でつまづきやすい例に、分

数の割り算で「ひっくり返して」（逆数をとっ

て）掛けるという計算技法がある。今まで単位

として大事にしてきたものを、こともあろうに

「ひっくり返さ」ねばならないのである。この

ような技法はただ単に鵜呑みにするか、もしく

はよほど深くこの原理を理解しないかぎり容認

できない。この技法を理解するには、割り算を

分数比として理解しなければならないのだが、

当の分数比を割り算で習うものだからますます

混乱する。

分数比としての割り算は、実は均等に分ける

概念と密接な関係がある。 A÷B、もしくは

A/Bという割り算は、 AをBに均等に分けた

場合の状態を示している。たとえば、 9/2と

は、 9を二つに分けることではなく、 9を2に

均等に分けた状態なのである。そのため、 18/

4でも36/8でも状態としては変わらない。こ

こでとくに重要なのは「均等に」ということで

あり、分母分子を両方とも 2倍、 4倍にしても

均等に分けられているかぎり同じになる。これ



が、以下で述べる類似性（Asami~ Smith、

1995）の真意なのである。

4分数型居住環境指標

われわれが分数型の居住環境指標を用いると

き、その指標の適切性についてどの程度検討す

るだろうか。分数型の指標は、分子と分母が明

らかならば完全に定義される。そのため、定義

した時点で、指標に関する理解は完全に得られ

たと考えられがちである。しかし、分数という

指標の形に起因する性質を理解しなければ、そ

の理解は完全とはいえなし〉。

分析に入る前に、都市計画の分野で住宅地の

居住環境を測るためにしばしば使われる指標を

いくつか例示してみよう。

①人口密度 人口を地域面積で除した指標で

ある。ただし、人口としてどのようなデータ

を用いるか、面積として何を用いるかによっ

て指標の意味は違ってくる。人口として、居

住人口、面積として地域面積を用いれば、人

口密度と呼ばれる指標になる。たとえば、戸

建て住宅地として適正な水準の人口密度は

100人／ha程度であり、 200人／haを超える

と、中層もしくは高層住宅地でないと適正な

居住環境が保たれないといわれる（土田ほか、

1984）。また、人口の値を昼間人口や各種産

業人口、特定属性（たとえば特定年齢階層）

人口、世帯数などに置き換えれば、それぞれ

の属性に応じた市街地人口（世帯）の密度状

況を把握する指標となる。

②棟数密度・戸数密度一一前項で人口を用いる

代わりに建物の棟数や住戸の戸数の密度で計

算すれば、建築物もしくは住戸という物的な

密度を求めることができる。とくに住宅地計

画を行なう場合には、戸数密度がよく使われ

る。棟数密度は建物の用途に応じてかなり大

きさにばらつきがあるためあまり用いられな

し〉。

③線密度一一道路や鉄道などの線的施設につい

ては、線密度が算出されることもある。道路

を例に解説すると、特定面積当たりの道路の

延長を求めるのである。長さを面積で除すの

は、次元が異なるため、やや奇異に感じられ

るかもしれないが、 1ha当たりというように

面積を限定すれば、別に問題ともならない。

実際、市街地として適正な道路線密度は300

m/ha前後とされている（土田ほか、

1984）。

④人口比率一一若年人口比率、高齢者割合、第

l次産業従事者比率など特定の属性をもっ人

口と全体人口の比率で地域の状況を理解しよ

うとすることもある。たとえば、 65歳以上の

人口比率は地域の高齢化の度合いを表す指標

として、しばしば用いられる。

⑤世帯比率一一人口の比率の代わりに、世帯の

数の比率で考えることもある。たとえば、高

齢者のいる世帯の割合とか、単身世帯率など

が使われる。

⑥面積比率 都市計画では面積の比率はよく

用いられる指標である。たとえば、建ぺい率

や容積率は建築基準法で規制値として用いら

れている。建ぺい率とは、建築面積の敷地面

積に対する比率であり、容積率は延床面積の

敷地面積に対する比率である。土地利用規制

によって、その上限値は定められており、住

宅地としては建ぺい率60%、容積率200%が

適正な上限値であるとされている。その他に

も、住居系用途比率（住居系延べ床面積を全

建物延べ床面積で除した値）や工業系用途混

在率（工業系延べ床面積を全建物延べ床面積

で除した値）などの用途比率、木造率（木造

家屋延べ床面積を全建物延べ床面積で除した

値）や木造共同住宅率（木造共同住宅延べ床

面積を全住宅延べ床面積で除した値）などの

構成比率などは地区の特性を調べるうえで頻

繁に使われる（土田ほか、 1984）。

以上をみてみると、分数型指標には大きく分

けて二つの種類がある。ひとつは人口密度のよ

うに分子と分母の単位が異なる「密度型指標」、

もうひとつは面積比率のように分子と分母の単
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位が同じ「比率型指標」である。密度型指標の

場合には、対象地区内の平均的な分布強度を示

す。これは、対象地区内での分布の偏り方は無

視して、むしろ均一に分布するとした場合の存

在頻度を求めていることになる。また、比率型

指標の場合には、そのなかに含まれる属性別の

偏りを無視し、属性別にも均一に分布している

と仮定した場合の相対的量を示している。どち

らも均一に分けるという性質を暗黙に仮定した

指標であることがわかる。

5公理的接近法

実際に使うべき居住環境指標を選択するとき

には、その指標が表してほしい性質を吟味して、

それにあう指標を選ぶことになる。建物がどの

くらい密集して建てられているかを調べたいと

しよう。同じ地区面積に建物が密集すればする

ほど指標値が高くなってほしいし、同じだけ建

物があるならば地区面積が大きいほど指標値は

小さくなってほしい。仮に、建物の延べ床面積

と地区面積だけしかデータを用いないことにす

れば、容積率を用いればよいように思われる。

ところが、上記の性質を満たすべき指標は、他

にもいろいろある。常識的な指標ではないが、

延べ床面積から地区面積を引いた指標でも上記

の性質は満たすし、延べ床面積の 2乗を地区面

積で除した指標でもよい。つまり、上記の性質

だけでは、さまざまな他の指標を選択すること

が可能なのである。

ではなぜ、他の代替指標を用いずに容積率と

いう指標を用いるのだろうか。それは、分析者

が意識しているかどうかは別として、指標に望

ましい性質がさらにあって、その性質に代替指

標が合致しないからであろう。

では、指標に具備してほしい性質をどの程度

あげれば、分数型指標がよいということになる

のだろうか。この問題を解決するには、公理的

接近法をすればよい。指標に具備すべき性質を

公理として明確にし、どのような公理の集合に

よって、指標の関数形が分数型に特定できるか
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を調べればよいのである。この分析には、どう

しても関数解析の技術が必要となり、数学的に

は必ずしも容易でないこともある。ただ、分析

の原理はきわめて明解で、どのような公理体系

から関数形が特定できるかを明らかにすればよ

しユ。

6分数型指標の性質

建物密集度を表現するため、容積率という分

数型指標を選択する例を考えることにしよう。

以下の議論を容易にするために、いくつか記号

を導入する。延べ床面積を p（孟 0）、地区面積

をs(>0）とする。そして、指標は延べ床面積

pと地区面積sによるために、 f(p,s）という関

数によって表される。すると、ここでの問題は、

関数 fにどのような性質を付加すれば、 f(p,s) 

の関数形を cを正の比例定数として、

f(p, s) = c(p/s) (1) 

または、 φ（・）を単調増加関数として、その一

般形である

f(p, s) ＝φ（p/s) (2) 

という形に限定できるかという問題に帰着する。

容積率の性質をいくつかあげてみよう。

(a）延べ床面積または地区面積が微小だけ変化す

ると容積率の変化も微小である。

(b）延べ床面積が大きくなると容積率は高くなる。

(c）同じ容積率の地区を二つ合わせても、容積率

は変わらない。

(d）延べ床面積がOであると、容積率は地区面積

によらず最小値をとる。

(e）延べ床面積が同じまま地区面積が大きくなる

と容積率は低くなる。

(f)異なる容積率の地区を二つ合わせると、二つ

の容積率の聞の値となる。

(g）延べ床面積が2倍になると容積率も 2倍にな

る。

(h）地区面積が半分にしたまま延べ床面積が変わ

らないと、容積率は 2倍になる。

( i）延べ床面積が3倍になると容積率も 3倍にな

る。



この他にも多く性質をあげることができる。 く一般化分数型指標特徴付け定理〉

上であげた性質は、容積率の性質の一部しか f(p, s）が連続性、単調性、類似性を満たすな

表していない。これは、上記の（a）から（i）のどの らば、 fは、 φ（・）を単調増加関数として、

ひとつをとっても、それだけでは容積率の関数 f(p, s）ニ φ（p/s)

形を（1）式や（2）式の形に限定できないことからわ と表すことができる。

かる 1）。

7公理系と指標

それでは、上記の性質を全部あげても関数形

を（1）式または（2）式に限定できないのだろうか。

実は数学的には上記の性質を全部満たす指標は、

(1）式に示すような関数形となることを示すこと

ができる。また、（a）から（f)の性質を全部満たす

指標は（2）式に示すような関数形となることを示

すことができる。ただし、この性質を確認する

ことは数学的にやや面倒な分析が必要である。

それでは、（2）式の指標を導くには（a）から（f）ま

でのすべての性質が必要なのだろうか。答えは

否である。実際には、（a）から（c）の三つだけで足

りるのである。つまりこれら三つの性質が、分

数型指標のエッセンスなのである。この証明は

浅見（1996）にゆずり、ここではこの結果の意

味について考えてみたい。そのために、三つの

性質を公理としてまとめておく。指標は、延べ

床面積を p（ミ 0）、地区面積を s(>0）として、

f(p, s）で表されるものとする。

以上の公理のうち、最後の類似性については、

次節で検討することにして、それ以外について

考えてみよう。

連続性とは、指標値が一部の変化によって過

剰に動くことがなく、連続的に変化するという

性質である。連続性は多くの指標で暗黙に仮定

されている基本的な性質で、これを指標に備わ

っている性質として要求することは自然なこと

と考えてよいだろう。

単調性は同じ地区面積では延べ床面積が多く

なるほど指標値が高くなるという性質である。

これも建物密集度を表すどのような指標にも共

通して望まれる性質であると考えてよいだろう。

8類似性の意味

類似性は同じ指標値となる二つの地区を統合

しても指標値が不変であるという性質である。

この類似性は分数形の指標となることの本質的

な性質となっているため、深く吟味しておく必

要がある。

類似性は、同じ指標値の二つの地区を統合し

・連続性： pまたは sが微小変化しでも、指標 ても指標値が変わらないという性質であるが、

値 f(p,s）は微小しか変化しない九 これは均一に分布しているものならば必ず成り

立つ。類似性は単純に二つの地区に結合した場

・単調性： pが増加すると指標値f(p,s）は増 合のみを述べているのだが、数学的帰納法によ

加する3）。 り、 n地区（ nは自然数）を結合する場合にも

簡単に拡張できる。均一に分布している場合に

・類似性：同じ指標値の 2地区を統合しても指 は、いくつに分けようが、どのように分けよう

標値f(p,s）は不変であるヘ がどの地区でも同じ指標値になるわけで、数学

以上三つの公理を満たす指標f(p,s）は、（2)

式のように限定できる。すなわち、以下に述べ

る一般化分数型指標特徴付け定理が成り立つ

（浅見、 1996）。

的には実は同じことを表現している。

より具体的に類似性の妥当性について考える

ために、市街地の容積率を求める場合を考えて

みよう。街区単位で考えるときは、対象が宅地

であるため、建物敷地以外の敷地はあまり含ま
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れない。しかし、住区程度の大きさ（小学

校区程度の広がり）で考えると、近隣公園、

児童公園、道路用地などが含まれる。その

ため、分母には純粋に建物敷地でない用地

が入ってしまう。さらに、住区をいくつか

合わせた地区で考えると、地区公園、鉄道

用地、供給処理施設なども入ってくる。都

市全体となれば、都市公園、河川、港湾、農地、

山林などほとんどすべての土地利用が入る。

つまり、市街地の容積率を計算すると、一般

に計測地区の規模が大きいほど算出される容積

率が小さくなる。すると、容積率が同じ地域を

合わせていくと、統合した地域の容積率は下が

るべきことになる。やや論理的に奇妙なこの現

象が起きるのは、上述したように計測地区の取

り方が、規模が大きくなるにつれて、宅地でな

い土地の面積も多く含むようになるからである。

つまり、分数型指標に特有の暗黙の仮定である

均一性が成り立っていないのである。もちろん、

宅地以外の土地についても考慮すれば、類似性

は何の問題もなく成立する。

三つの基本的性質のうち、連続性と単調性は

通常望まれる性質であると考えてよいから、こ

の類似性が分数型の関数形に限定するための大

きな条件となる。したがって、分数型指標を用

いる際には、主として類似性に照らして妥当か

どうかを検討し、もし問題がなければ、指標と

して適切であると判断できる。

9純粋な分数型指標であるために

前節では分数型指標の一般形である（2）式の形

で表現されるためには、三つの性質が満たされ

ればよいことを述べた。しかし、純粋な分数の

形である（1）式の形に限定するには、もう少し条

件が必要である。

表2 分数型指標を用いるうえでのチェック項目

指標値の表したい性質が同じ程度の二つ

類似性 の地区を合わせるとその性質は同じ程度

になると考えてよいか？

分子が2倍や3倍になったとき、指標値

比例尺度性 の表したい性質も 2倍や3倍になると考

えてよいか？

(1996）に述べられているため、ここでは直感

的な説明だけを述べておく。（g）と（i）の性質は以

下のような公理として表すことができる。

• 2倍線形性： pが2倍になると指標値f(p,s) 

も2イ音になる5）。

• 3倍線形性： pが3倍になると指標値 f(p,s) 

も3倍になる6）。

どちらの公理も述べ床面積が定数倍になると

指標値も定数倍になることを表している。これ

は指標値が比例尺度性（田中、 1977）であるこ

とを表している。したがって、指標の比の値が

意味あるものとなり、とくに比の原点である O

の意味が非常に重要となる。容積率の場合、 0

とは建物がないという状態を示し、容積率を測

る際の基準となっている。

2倍線形性も 3倍線形性も特定の比率の場合

しか規定していない。ただ、 2の累乗と 3の累

乗で表現される分数で、どのような実数も近似

できるため、連続性と 2倍線形性および3倍線

形性がすべてあれば、以下の比例尺度性と同じ

となる（浅見、 1996）。

・比例尺度性： rを正の実数とする。 pがr倍

になると指標値も r倍になる九

たとえば、第6節で述べた（g）によって、（1）式 く分数型指標特徴付け定理〉

に近い関数形になることが予想されるが実はこ f(p, s）が連続性、単調性、類似性、比例尺度

れだけでは不十分である。同じような性質だが、 性（または、 2倍線形性と 3倍線形性）を満た

(i）も含めることによって、（1）式の形に限定する すならば、 fは、 cを正の実定数として、

ことが可能である。この証明については浅見 f(p, s) = c(p/s) 
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と表すことができる。

以上の結果をまとめると、純粋な分数型の指

標を使ってよいかどうかを調べるには、類似性

と比例尺度性の二つの性質を調べればよいこと

になる（表 2）。

10和比率型指標について

分数の分子と分母がそれぞれ和の形で表され

る指標を和比率型指標と総称することにする。

ある地域の容積率を求める場合でも、現実には、

地域のすべての細かな行政区画（町丁目など）

のそれぞれについて、延べ床面積と地区面積を

算出し、その和の比として計算している。した

がって、容積率という指標も和比率型指標と考

えてもよい。

以下の議論を容易にするために、いくつか記

号を導入する。地区単位を i=l～nとし、地

区単位 iの延べ床面積を p1（ミ 0）、地区面積を

s/> 0）とする。そして、指標は延べ床面積p

ニ（pi）と地区面積 s= (s1)(i = 1～n）によるた

めに、 f(p,s）というような関数によって表さ

れる。すると、和比率型指標は、指標を関数 f

と表し、 cを正の比例定数として、

f(p, s) = c(p1 +P2十…＋pn)

/(s1十s2＋…＋sn) (3) 

または、。（・）を単調増加関数であるとして、

その一般形である、

f(p, s) ＝φ（（p1+P2＋…十Pn)

/(s1十s2＋…＋sn) (4) 

と表すことができる。

さて、和比率型指標についても、いくつかの

条件で上記の（3）式または（4）式の形に限定するこ

とができる。まず、連続性、単調性、類似性を

n地区ある場合に書き換えてみよう。

・類似性：同じ指標値の 2地区を統合しても指

標値は不変である10）。

この三つの公理だけで和比率型指標の一般形

である（4）式に限定できない。たとえば、 a1,bi 

を正の実定数として、重み付き和の分数形であ

る、

f(p, s）二（L:向。）／（L:1bぬ）

という関数形でも三つの性質を満たす。どのよ

うな地区も同じウェイトで加えられるには、地

区の並べ方によらないことという条件が必要で

ある。これは、上で述べた和をとるときの等価

性とまったく同じことである。地区を取り替え

ても指標値が変わらないという性質を対称性と

して述べると以下のようになる。

－対称性：指標値は地区の順番によらない11）。

対称性は地区の数える順番を変えてもかまわ

ないことを示しており、多くの指標において、

暗黙に仮定されている性質であると考えてよい。

連続性、単調性、類似性、対称性によって、指

標は（4）式のような関数形になることを示すこと

ができる（浅見、 1996）。

く一般化和比率型指標特徴付け定理〉

f(p, s）が連続性、単調性、類似性、対称性

を満たすならば、 fは、砂（・）を単調増加関数

として、

f(p, s) ＝ゆ（（p1十P2＋…＋vn)

/(s1十S2十・・・十Sn)

と表すことができる。

上記の一般化和比率型指標特徴付け定理と、

ここまでの議論より、指標が和比率型となるた

めの本質的な性質はやはり類似性に表れている

・連続性： pまたは sが微小変化ならば、指標 と考えてよいことになる。したがって第8節で

値は微小しか変化しなし円。 の議論が和比率型指標でも同様にあてはまる。

・単調性： pが増加すると指標値は増加するヘ
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11純粋な和比率型指標であるために

前節では和比率型指標の一般形である（4）式の

形で表現されるためには、四つの公理があれば

よいことを述べた。しかし、純粋な和比率の形

である（3）式の形に限定するには、分数型の場合

と同様にもう少し条件が必要である。

まずは分数型で追加的に仮定された性質を、

和比率型に合うように修正した性質を述べる。

• 2倍線形性： pが2倍になると指標値も 2倍

になる 12）。

• 3倍線形性： pが3倍になると指標値も 3倍

になる 13）。

するとやはり、この二つの公理を追加しただ

けで、純粋な和比率型に指標の関数形を限定す

ることができる（浅見、 1996）。

＜和比率型指標特徴付け定理＞

f(p, s）が連続性、単調性、類似性、対称性、

2倍線形性、 3倍線形性を満たすならば、 fは、

cを正の実定数として、

f(p, s) = c(p, +p2＋…Pn) 

/(s, +s2＋…＋sn) 

と表すことができる。

12分数型・和比率型指標再考

以上で述べた特徴付け定理は、すべて分子も

分母もともに実数値をとることを前提としてい

る。しかし、居住環境指標で用いられる分数型

指標にはそうではないものも含まれる。たとえ

ば、人口密度指標は分子が整数であるし、また

属性人口比率は分子、分母ともに整数である。

このような場合には、連続性が意義を失ってし

まう。ただ、われわれがそれらの指標を使おう

とするときも、仮に実数の値をとれる場合には、

連続性を満たすようになるという性質を期待す

ることが多いように思われる。そのような場合
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は、以上の結果をそのまま適用しでもよい。

第8節で、容積率指標は地区規模が大きいと、

同じような市街地密度であっても、低い値とな

ることが知られていることを述べた。そのため、

容積率を述べるとき、同時に地区のおおまかな

規模にも言及することが都市計画の分析におい

て常識化している。同じようなことは、人口密

度指標についてもあてはまる。

もしも密度型指標を述べるとき、同時に地区

の大きさについても考慮しなければならないの

であるとしたら、それは密度型指標自体が、使

用目的に対して完全な指標になりえていないこ

とを示している。このため、都市計画分析者は

密度型指標でもより完全な指標を作る工夫を行

なっている。

第 4節で述べた密度型指標は、実は「グロス

密度jと呼ばれるものである。グロス密度とは、

分子の値に関連する主体が立地できそうか否か

にかかわらず、対象とする地域の面積をすべて

合わせたものを分母に用いる指標である。これ

に対して、「ネット密度」と呼ばれる指標があ

る。これは、分子の値に関連する主体が立地で

きそうな土地面積だけを合算して、分母の面積

に用いるものである。

たとえば、人口密度指標において、地区面積

として可住地面積を用いると、より住宅地自体

の状況を示すことになる。とくに、住宅が立地

できない公共施設用地や農用地などを除いた面

積を用いると、「ネット人口密度jという指標

となる。当然、ネット人口密度はグロス人口密

度よりも高い数値を示し、実質的な住宅用地に

おける人口密集度を示す。また、容積率を求め

る場合も、建物の建てられる土地として宅地の

みを合算した面積を分母において計算すれば、

ネット容積率という指標になる。同様に、ネッ

ト建ぺい率も計算できる。

ただ、ネット密度指標が万能ではないことは

銘記しておく必要がある。それぞれの敷地にそ

の主体が立地できる「可能性」などというのも、

「可能性」の考え方でいくらでも変わってしま



う。本当の意味で客観的な指標は、ネット指標

では困難なのである。今後、密度型指標につい

ては、指標の意味に応じてより適切な指標の選

び方を考察していく必要がある。

おわりに

本稿では、指標化する際に行なわれる加算お

よび除算という二つの基本的な演算に関して述

べた。加算については、個々の指標を合計して

総合指標とするというやり方に内在する問題点

を指摘した。このようなやり方は、個々の指標

において、 1という差がどのような値において

も意義が同じであること（距離尺度性）、指標

相互について同じ lという差が等価であること

（等価性）の二つの性質を暗黙に仮定している。

したがって、表 1にあげたチェック項目を検討

し、どちらも成り立つ場合にはじめて合計とい

う総合化手法の妥当性が確認できるのである。

また、除算については、比較する地域の面積

や人口などの規模によらない指標として分数型

指標がしばしば用いられるが、この分数型指標

を使うときの注意点について指摘した。分数型

指標は、指標値の表したい性質が同じである二

つの地区を合わせてもその程度が変わらないこ

と（類似性）、分子の値が定数倍になると、指

標値が表したい性質の程度も同じ倍率になるこ

と（比例尺度性）の二つの性質を暗黙に仮定し

ている。とくに、類似性は一般化分数型でも仮

定されている本質的な仮定である。表2にあげ

たチェック項目を検討して、どちらも成り立つ

場合にはじめて分数型の指標を用いることの妥

当性が確認できる。

近年、しばしばみられる居住環境比較研究に

おいて指標値の作り方や使い方には、検討が不

十分なものも散見される。誤った使い方は、誤

解をまねく結果をもたらす。今後、加算や除算

などの操作を行なうときに、表 lや表2の性質

に照らして妥当性の検討を必ず行なうことが重

要だろう。

、迂

1) ただ、この事実を確かめるのはそれほど単純では

ない。とくに（c）だけでは分数形にならないことを確

かめるには、浅見（1996）の証明でそれ以外の条件

がないと証明が進まないことを理解する必要がある。

2) 連続性は、「（p,s）に収束する点列（pm,Sm）につい

て、 f(pm,Sm）はf(p,s）に収束する。jと表現できる。

3）単調性は、「Pi<P2ならば、 f(p,,s) < f(p2, s）で

ある。jと表現できる。

4）類似性は、「f(p1,S1) = f(p2, S2）ならば、 f(p，十P2,

S1十s2)= f(p,, s，）である。」と表現できる。

5) 2倍線形性は、「f(2p,s) = 2f(p, s）が成り立つ。」

と表現できる。

6) 3倍線形性は、「f(3p,s）二 3f(p,s）が成り立つ。」

と表現できる。

7) 実数線形性は、「任意の正の実数 rについて、 f(rp,

s) = rf(p, s）が成り立つ。」と表現できる。

8) 連続性は、「（p,s）に収束する点列（pm,Sm）につい

て、 f(pm,Sm）は f(p,s）に収束する。Jと表現できる。

9) ベクトル表記について以下の定義をする。

x>y 悼すべての i(=l～n）について、 X1＞め

すると、単調性は、「Piく p2ならば、 f(p,,s) < f(p2, 

s）である。Jと表現できる。

10) 類似性は、「f(p,,81) = f(p2, 82）ならば、 f(p，十P2.

81 +82) = f(p1, 81）である。」と表現できる。

11) 単位行列 IのI行と J行を置き換えてできる行列

をEuとする。地区 1と地区］をとりかえる操作は、

EuPおよびEu8と行列Euをかければよい。そのよ

うな交換行列Euの集合をEとする。すると対称性は、

「すべての EuEEについて、 f(Eup,E，β）= f(p, 8) 

が成り立つ。」と表現できる。

12) 2倍線形性は、「f(2p,8) = 2f(p, 8）が成り立つ。」

と表現できる。

13) 3倍線形性は、「f(3p,8) = 3f(p, 8）が成り立つ。J
と表現できる。
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新規住宅供給と居住水準の改善
フィルタリングの実証研究

駒井正品

はじめに

わが国の住宅の居住水準の向上には著しいも

のがあったことは事実だが、依然として無視し

えない数の世帯が低い水準の住宅に居住してお

り、このことはこれらの世帯の支払能力（所得

水準）と深い関わりをもっている。それにもか

かわらず、われわれは住宅に関する公的資金の

かなりの部分をすでに一定の水準以上の住宅に

居住する高・中所得階層のために支出している

（住宅金融公庫融資、持家取得減税など）のは

なぜだろうか。

こうした政策の有力な存在理由のひとつとし

て、住宅市場にはフィルタリング（filtering)

とよばれるプロセスが内在しており、高・中所

得階層への新規建設の援助は自動的に低所得階

層の居住水準を改善することになるということ

が主張される。

フィルタリング概念は北米の住宅市場に特有

のものであり、わが国には適用可能ではないと

いう見解が随所にみられる。また、現行の主要

な住宅施策の創設に際して、この概念がその根

拠として重きをなしたことはなかったとしても、

近年の住宅政策論議ではフィルタリングについ

て言及されることが多くなってきている九

しかし、単に「フィルタリングが存在する」

というだけで高・中所得階層の新規住宅建設へ

の援助が一般的に正当化されるのだろうか。本

稿では、フィルタリング概念について再検討し、

クロスセクション・データを用いた分析を行な
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うことにより、新規住宅建設援助施策が低水準

の居住状態を減少させるか否かを実証的に検討

することを目的とする。

lフィルタリング概念

主としてアメリカにおけるフィルタリング概

念に関する過去の論争のかなりの部分は、住宅

市場にそもそもフィルタリングというプロセス

が存在しているのか否かという点を巡るもので

あった。表 1に主要なフィルタリングの定義を

示す。これらにみられるフィルタリングの定義

は以下のような共通点あるいは特徴をもってい

る。

表l 主要なフィルタリングの定義

t命 者 定 義

Ratcliff 
市場価格の低下にともなって、ある所得階

(1949) 
層の居住していた住宅に次レベルのより低

い所得階層の世帯が居住する現象

Fisher~ 所与の住宅の価格・家賃が、市場全体の価

Winnick 格・家賃の分布における相対的位置を変化

(1951) させる現象

Lowry 特定の住宅の実質価格・家賃が一般物価水

(1960) 準との対比で変化する現象

Grigsby 特定の住宅の価格・家賃の低下が品質の低

(1963) 下より急速に進行する現象

Solomon 同一の住宅の居住者の相対的な社会経済的

(1974) 地位が変化する現象

Smith= Rosen 特定の住宅の品質が低下し、相対価格が変

=Fallis 化し、より低所得の世帯が居住することに

(1988) なる現象



①住宅市場のサフやマーケットに関する市場内部

の変化のプロセスである（サブマーケットは

住宅の「質」あるいは居住者の支払能力によ

って規定される）。

②特定のサブマーケットの住宅の価格または質、

あるいはその両方が変化するプロセスである。

③居住者の変化（居住者からみれば「住み替

えJ）を伴う場合と、必ずしも伴わない場合

がある。

④特定の好ましい結果を生み出す場合だけをフ

イルタリングとして定義するものがある。

ここでこれらを統合して、一般的な定義を考

えると、以下のようなものになろう。

「何らかの外生的なインパクトに伴って生じ

る既存住宅ストックのサブマーケットにおける

価格および（または）品質の変化J

上記の定義で、外生的インパクトには、噌好

の変化、所得の変化、（技術革新、補助金など

を原因とする）供給コストの変化、人口・世帯

変動（形成・移動）、住宅以外の財・サービス

の価格変化などが含まれる。価格の変化は、住

宅市場全体の価格、消費者物価一般、所得水準

などとの関連でさまざまに定義しうる。また、

価格、品質の変化とも、正負の両方向に作用し

うるものであるとしておく。

一般には、フィルタリング＝居住者の変化

（住み替え行動）という理解が通常のものであ

るが、ここでは前項③で述べた「居住者の変

化」を定義に含めていない。これは住み替えが

生じる場合を排除するものではなく、価格ある

いは品質の変化が居住者の変化を伴わなくても

発生しうることを意味している。

2フィルタリングの政策的含意

フィルタリング概念の政策的含意の多様性

以上の議論から明らかなように、一般的な意

味でのフィルタリングは住宅市場における既存

ストックのダイナミックスの別称であり、あら

ゆる住宅政策手段の効果を検討する場合のもっ

とも基本的な概念といってよいであろう。

こまい・まさあき

1948年兵庫県生まれ。 1972年慶

感義塾大学経済学研究科修士課

程修了。野村総合研究所、郵政

省郵政研究所を経て、現在、慶

慮義塾大学総合政策学部助教授。

著書．「日本の経済指標入門j

（共編著、東洋経済新報社）ほ

か

事実、このような意味でのフィルタリングは

アメリカにおいては一貫して住宅政策を考える

うえでの基本的視座を提供してきた九

1950年代には、本稿で主たる関心をもっ、民

間住宅市場における新規建設を促進する政策が、

フィルタリングを通じですべての世帯、とりわ

け低水準の住宅に住む低所得階層の状況を改善

するか否かが論じられた。

60年代には、地域環境の悪化とスラムの形成

が大きな問題となり、再開発をはじめとするさ

まざまな政策がフィルタリングを通じて、住宅

の質にどのように影響するかが論じられた。

70年代には、低所得階層に対する伝統的政策

手段である公共住宅の供給に対する代替的手法

としての住宅手当制度（housingallowances) 

が、受給者である低所得世帯の住宅サービス消

費にどのような影響をもたらすかを検討するこ

とが大きな問題となった。

80年代になると、ニューヨークをはじめとす

るいくつかの都市におけるgentrification（居住

層の中産階級化：スラム化の逆転現象）の解明

に、（逆フィノレタリングという形で）フィルタ

リングの考え方を応用することが有効ではない

かと考えられるようになった。

これらは厳密にはわが国における政策課題と

異なる面もあるが、持家を中心とした民間新規

建設促進策の評価、公的直接供給と住宅手当の

聞の選択、低水準居住地域の発生と対応策など、

共通する点も多く、一般的なフィルタリング概

念は、わが国の住宅政策を考えるうえでも中心

的な概念のひとつであると考えられる。

このように、フィルタリングの合意が多様で
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あれば、さまざまな政策論議に有効な視座を提

供するものであるが、それゆえに、単にフィル

タリングが存在する（可能性がある）という事

実をもって特定の政策手段を正当化することは

できない。フィルタリングを通じて具体的にど

のような変化が既存住宅ストックのサプマーケ

ットに生じるかが、代替的手段の評価の基礎と

なるのである。

以下では、高・中所得階層の（主として持

家）新規建設に対する公的援助が低所得階層の

居住水準を改善するのに効果をもつのかどうか

という点に絞って、フィルタリングのプロセス

を考えることとしたい。

新規建設援助とフィルタリング・プロセス

高・中所得階層の新規住宅建設への援助がフ

ィルタリングを通じて間接的に低所得階層の居

住水準を改善すると考えられる典型的なプロセ

スは、以下のようなものである。

①高・中所得階層の新規建設を援助することに

より、高い居住水準のサプマーケットにおけ

るストックが追加される。

②援助を受けて新しい住宅に移動した世帯が住

んでいた住宅が空き家となる。

③この結果、第二の住宅の属するサプマーケツ

トにおける需要圧力が減じ、当該サブマーケ

ットにおける価格を引き下げ、従前の居住者

より低所得階層の世帯による居住が可能とな

る。

④第二の世帯の住んでいた居住水準のやや低い

住宅が空き家となり、ここにさらにやや低い

所得水準の世帯が入居する。

⑤以上のプロセスが順次進行した結果、もっと

も居住水準の低いサプマーケットの住宅がス

トックから脱落する。

この結果、このプロセスに関係するすべての

世帯の居住水準が向上することになり、もっと

も低質の住宅が除去されることによって、住宅

ストック全体の質の向上につながるというのが、

新規建設の援助とフィルタリングによる居住水
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準向上の理想的なケースである。

しかし、現実の政策の効果は、最初のインパ

クトの大きさ、最初のインパクトがもたらされ

る市場と政策のターゲットとする市場の距離／

関連（サプマーケットが隔たったものであるほ

ど影響は減少する）、居住者の需要の交差弾力

性の大きさ、需要変化に対する住宅所有者の投

資行動の変化の度合などに主として左右される

ことが想像される。これらは住宅市場と政策の

性格に依存するものであるが、より具体的には

次のようないくつかの条件として整理されよう。

①援助を受けた世帯の新規建設が、短期的にネ

ットのストック拡大を生み出すこと一一公的

援助による住宅供給が単なる民間部門の住宅

供給の代替ではなく、正味の建設戸数の増加

であること。

②居住水準の向上を目指した住み替えの連鎖が、

途中の段階で中断されないこと一一建設され

た住宅が建て替えによるものであれば、住み

替えの連鎖は中断される。

③フィルタリングに伴う価格低下が、同時に発

生する住宅の質の低下を上回ること（住宅サ

ービスの価格が実質的に低下すること）。

3フィルタリングに関する実証分析：展望

フィルタリングについてはこれまで、多くの

実証研究が行なわれてきたとはいえない。とく

にわが国における研究は限られたものであった。

最初の実証研究は、おそらく Grigsby(1963) 

であろう。この研究では、アメリカの 9の大都

市圏における 2時点の同一住宅のストックのデ

ータを比較し、既存住宅の家賃／価格の変化と

新規住宅建設量との聞に負の関係が存在するこ

とが報告されている。しかし、この研究におけ

るデータは限られたものであり、それゆえに分

析も簡単な相関分析にとどまっていた。

その後の研究を大別すると、①シミュレーシ

ヨン研究、~住宅チェインの研究、③統計的分

析、の三つのタイプに分けられる。



①シミュレーション研究

Ohls (1975）は、高度に限定的な前提の下

で、住宅市場の動きを描き出し、政府の援助す

る新規住宅供給がフィルタリングを通じて低所

得階層の居住水準を改善する効果をもっという

結論を導いた。しかし、彼は同じシミュレーシ

ョンから、新規供給を直接にはもたらさない、

世帯への家賃補助政策（voucher）が低所得階

層の居住水準改善にとってより効率的な政策で

ある可能性も見いだした。

de Leeuwニ Struyk(1975）は、 6都市の住

宅市場で現実に観察された変数の値を含むシミ

ュレーション・モデルを作成した。彼らもまた、

新規住宅供給が市場の住宅価格・家賃の低下を

通じて間接的に低所得階層の居住水準を向上さ

せるという結果を得た。

モデルを現実的なものにする努力が行なわれ

でも、シミュレーション研究から得られた結果

は、フィルタリングが現実の市場で実際に生じ

ていることを明らかにしたものではなく、特定

の条件の下でフィルタリングが生じ得ること、

すなわち「可能性Jに関するものにとどまると

いう限界がある。

②住宅チェインの研究

住宅チェイン（housingchain）研究は、世

帯の移転行動に注目するものである。古典的な

ものとしては、 Kristof(1965）があり、ニュ

ーヨーク市の64戸の新規建設住宅入居者からイ

ンタビューを開始し、彼らの従前住居の現在の

入居者へと、住み替えの連鎖が途切れるまで調

査を行なった結果、新規建設戸数の（当初の64

戸を含めて） 2.4倍の世帯が居住水準を改善し

たことを見いだした。同様の方法で全米の17の

都市圏で大規模な調査を行なった Lansing~

Clifton = Morgan (1969）は、新規建設の3.5

倍の移動が生み出されたとしている。

わが国では、これまで住宅チェインに関して

二つの研究が行なわれている。神戸市（1982)

は、同市東灘区で新規に供給された121戸のマ

ンション居住者から調査を開始し、住宅チェイ

ンを追跡した結果、当初の世帯を含めて1.91倍

の世帯が住居を移転したことを発見した。

布施・小林（1983）は、住宅・都市整備公団

によって首都圏で分譲された731戸の比較的大

型の住宅の居住者から追跡を開始し、合計で

1.87倍の世帯が住居を移転したことを発見した。

神戸市（1982）と布施・小林（1983）の両研

究は結果的に同じ長さの住宅チェインの存在を

報告しているが、調査の回収率や追跡の地理的

限界が異なるため、単純な比較はできない。

このように、住宅チェインについては膨大な

作業を伴う大規模な実証分析も試みられたが、

現実には各サブマーケットでさまざまな外生的

インパクトが同時に生じているために、新規建

設の効果に関して一般的な結論を導くのは困難

なようである。

③統計的分析

フィルタリングに関する統計的分析の多くは、

居住水準の決定要因あるいは低水準居住の発生

原因に関する研究のなかにみられるが、フィル

タリングの存否を直接の分析目的としたものは

少ない。

Davis= Eastman= Hua (1974）は、全米の

50の大都市を対象に、 1960年から70年までの10

年間に低水準居住が減少した原因を研究したも

のである。住宅価格あるいは家賃を陽表的に導

入するのを避けるために、連立方程式モデルが

用いられている。分析は、当初時点において低

水準居住の多い場合に減少率が高くなること、

（政府の補助を受けた）低コスト住宅の新規供

給が低水準居住を減少させることなどを明らか

にしたが、民間による住宅供給の与える効果を

考慮にいれていないという問題がある。

Vitaliano (1983）は民間による住宅供給を

考慮にいれた実証分析を行ない、 5～15年間の

低水準居住減少にはそれが何の効果ももたらさ

なかったことを発見した。また、この研究では、

公共住宅の供給が低水準居住を逆に増加させた
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という結果が得られているが、なぜこのような

ことが起こり得るのかについては十分に説明さ

れていない。

フィルタリングに関する最初の体系的な実証

研究であるとする Weicher = Thibodeau 

(1988）は、 59の大都市圏のデータを用いて、

民間による新規住宅供給と低水準居住の問の関

係を分析した。得られた結果は、 1960年代に供

給された住宅 1戸につき70年における低水準居

住 l戸を減少させる効果をもち、 70年代前半に

新規供給された住宅3戸につき70年代半ばにお

ける低水準居住を l戸減少させる効果をもっと

いうことであった。

4実証分析の方法

低水準居住と新規住宅供給

本稿では、低水準の居住状態にある世帯の発

生に、新規住宅供給がどのような影響を与えた

かをみることによって、間接的にフィルタリン

グ・プロセスの存否の問題にアプローチする。

すなわち、低水準居住の発生に影響を与えるさ

まざまな要因をコントロールしたうえで、新規

住宅供給が低水準居住の発生にどの程度の抑制

的な影響を及ぼしているかを統計的に検討する。

低水準の居住状態は住宅サービスの消費量が

小さい状態と考えることができるから、さまざ

まな条件の下での各世帯の選択の結果である。

しかし、ここでは厳密に消費者選択行動を定式

化するのではなく、むしろ市場における低水準

居住の存在量に影響を与えると考えられる要因

をややアド・ホックに取りあげることとした。

また、居住水準は住宅サービス消費量であると

すれば、元来連続的な変数であるが、資料の都

合上、特定の条件を満たしているか否かによっ

て判別された低水準居住世帯数に基づいている。

また、分析に用いた資料は都道府県別の集計量

であるため、低水準居住の発生率（住宅ストッ

クに対する割合）を説明変数とした。このため、

資料のうえでは、低水準居住は、連続的な変数

として表現されている。
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ある市場における低水準居住発生率HLは以

下の関数で表現される。

HL = HL(Y, P, HS, HH, Z) 

Y：所得水準、 P：住宅サービスの価格、

HS：新規住宅供給率（住宅ストックに

対する比率）、 HH：世帯数変化率、 z:
低水準居住の存在量に影響を与える市場

の特性

ここで、 HLは所得Yに対して負、価格Pに対

して正の関係にあると予想される。すなわち、

低水準居住は、所得が上昇すれば減少し、住宅

サービスの価格が上昇すれば、住宅サービスの

消費量が減少するため、増加するはずである。

世帯数変化率 HHは市場における需要の強さ

を表現する変数であり、 HLに対して正の関係

にあると予想される。

低水準居住は新規に建設された住宅ではなく、

主として既存の住宅ストックによって供給され

ると考えられる。新規に供給された住宅ストッ

クが腐朽・破損の状態にあることはなく、また

基本的な設備を欠いていることも現在ではきわ

めて少ないであろう。また、過密居住の状態も、

新規建設住宅への入居時から発生することが論

理的にはありうるし、現実にも一部で発生して

いることが予想されるとしても、通常は入居後

の世帯人員の増加によるものが大部分であろう。

したがって、新規の住宅供給は少なくとも短期

的には低水準居住以外の居住状態の供給であり、

低水準居住の減少要因であると考えられる。

また、フィルタリング・プロセスが機能する

ならば、新規住宅の供給が低水準居住世帯を直

接の対象としたものではなくても、それに伴う

住み替えの連鎖により低水準居住世帯の居住水

準を向上させることになるはずである。

したがって、新規住宅供給が直接に、あるい

はフィルタリングを通じて間接的に低水準居住

状態を減少させる機能を果たしていれば、 HS

はHLに対して十分に大きい負の値をとると

予想される。



低水準居住の指標

本稿では、『住宅統計調査』（総務庁統計局）

から得られる二つの指標によって低水準居住を

定義する。

ひとつは、従来から「最低居住水準を満たさ

ない世帯が何万世帯あるいは全世帯の何%存在

する」という指摘が行なわれる場合に用いられ

てきた「規模要因からみた最低居住水準Jであ

る。これは「狭小過密Jの状態であり、必ずし

も住宅そのものの質が劣悪であることを意味す

るものではない（もちろん、この指標によって

低水準居住と分類された世帯には、以下に述べ

る第二の指標に含まれる設備水準や腐朽・破損

の程度からみても低水準居住に該当する世帯が

多く含まれている）。以下では、これを「狭義

の低水準居住jと呼ぶ。

第二は、狭義の低水準居住の状態にある世帯

に、それには該当しないが、設備（専用便所、

浴室など）が不十分な住宅および腐朽・破損が

著しい住宅（『住宅統計調査』で「設備などの

条件を満たしている」あるいは「修理を要しな

いまたは小修理を要する」に該当しない住宅）

に居住する世帯を加えたものである。これは、

規模、設備、腐朽・破損の三基準のうち少なく

ともひとつを満たさない居住状態にある世帯の

合計であり、以下では「広義の低水準居住」と

呼ぶことにする。

これらの二つの指標には住宅および周辺の環

境条件や立地条件など、居住水準を左右し、し

たがって人々の住宅選択行動に影響する重要な

要因が含まれていない。ここでこれらの指標を

採用したのは、今まで政策上の意思決定の参考

にされてきたものであり、データの入手も容易

であるという単純な理由による。

使用データ

本稿で実証分析に使用したデータの大部分は

1983年と88年の『住宅統計調査』の都道府県別

集計結果である。この統計以外には、『住宅着

工統計』（建設省）を一部に使用している。

居住水準の変化に関しては、本来は住宅市場

を観察単位とした分析が行なわれるべきである。

わが国における住宅市場の地理的範囲について

は定説があるわけではないが、都道府県単位の

集計量は大部分の場合、住宅市場より大きく、

複数の住宅市場を含むものである可能性が高い。

しかし、より小さな集計単位では必要な統計の

大部分が得られないため、第一次近似としてこ

のデータを利用した。

関数の定式化と説明変数

1988年における狭義、広義の低水準居住発生

率%を説明する線型の関数を単純最小自乗法

OLSにより推計した。被説明変数は Oと1

（%表示では100）の聞の値をとるという制約に

服するものであるため、線型の定式化は適切で

ないことが考えられるが、ここでは、新規住宅

供給を意味する HSを被説明変数と同じく住

宅ストックに対する割合として定式化すること

により、係数推定値の量的な解釈が容易になる

ことを重視し、あえて線型の関数を用いた幻。

関数の推計に用いた説明変数は以下のとおり

である。

所得：中位所得Y: 『住宅統計調査』で報告さ

れている所得分布から、各所得階層内での分

布が均等であると仮定し、都道府県別の中位

所得を推計した（単位：万円）。

価格P：借家の I畳当たり家賃（100円）。

供給要因（最近5年間の住宅建設比率）%：最

近 5年間に建設された住宅の総戸数のほかに、

持家、借家、住宅金融公庫融資による持家建

設戸数のそれぞれが1988年における総住宅戸

数に占める割合を採用した。

世帯数変化率%：過去5年間における世帯数変

化率%。

持家率%：低水準居住が借家において著しいこ

とから、地域別の持家率の差異をコントロー

ルするために導入した。持家では低水準居住

の発生が少ないことから、この変数の係数は

負の符号をもっと予想される。
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表2 低水準居住発生率関数推計結果（1)

狭義の低水準居住 広義の低水準居住
説明変数等

(1) 

中位所得 0.0443 
( 6. 76) 

家賃 0.698 
(7. 75) 

最近5年間の住宅総数建設比率 0.578 
(-2.82) 

最近5年間の持家建設比率

最近5年間の借家建設比率

最近5年間の世帯数増加率 0.149 
(0. 71) 

持家率 0.165 
(-4.34) 

4～5人世帯比翠 0.524 
(3. 78) 

定数項 13. 0 
(2.81) 

自由度修正済決定係数 0.820 

注） （ ）内の数値は t値．

世帯規模要因：世帯規模によって低水準居住の

発生状況が大きく異なる点をコントロールす

るために、 4～5人世帯比率（普通世帯総数に

占める比率%）を導入した。主として借家供

給の偏りのために、 4～5人世帯の居住水準が

低い傾向にあるため、この変数の係数は低水

準居住発生率に対して正であると予想される。

5推定結果

表 2は、新規住宅供給HSとして、過去5年

聞に建設されたさまざまなタイプの住宅が1988

年における総住宅ストックに占める比率を用い

て、低水準居住発生率関数を推定した結果を示

したものである。

①新規住宅供給合計の及ぼす効果

一一表2(1）式、（3）式

最近5年間の住宅総数建設比率の係数推計値

は、狭義の低水準居住に関して 0.6程度、広

義の低水準居住に関して－0.9程度である。す

なわち、新規住宅供給は低水準居住を減少させ

る効果をもっ。その大きさは、狭義の低水準居

住に関しては、建設戸数よりかなり小さいが、

広義の低水準居住に関しては建設戸数と同程度

である。
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(2) (3) (4) 

0. 0472 0.0502 0.0528 
( 7.53) ( 4 .45) ( 4.65) 

0. 792 0.653 0.740 
(8.58) (4.22) (4.42) 

0. 919 
( 2.61) 

0.0886 0.292 
(0.27) ( 0.44) 

1.03 1.34 
( 3.92) ( 2. 81) 

0.193 0.0593 0.0990 
(0.98) (0 .17) (0.28) 

0.229 0.348 0.409 
( 5.22) ( 5.33) ( 5.12) 

0.374 0.458 0.318 
(2.61) (1. 92) (1.22) 

18. 8 48.0 53.4 
(3.82) (6.05) (5.99) 

0.841 0. 725 0.729 

②持家供給の及ぼす効果晶一一表2(2）式、（4）式

持家建設比率の係数推定値は、狭義、広義の

低水準居住に関して、 t値はきわめて低く、統

計的には持家の新規供給は低水準居住の減少に

関係があるとはいえない。一方、借家建設比率

の係数は有意に負の値を示しており、借家の新

規供給は建設戸数と同程度あるいはそれよりや

や大きい低水準居住減少効果をもっといえる。

上記の結果では、持家の新規供給は低水準居

住の減少に効果をもないことが示唆されたが、

すべての持家に関してこの結論が支持されるか

どうかは不明である。表3は、表2の持家建設

比率を、住宅金融公庫融資によるものとそれ以

外のものに分解して推定したものである。

③住宅金融公庫融資の及ぼす効果

一一表3(1）式、（3）式

住宅金融公庫融資による持家建設比率の係数

は、狭義の低水準居住に関しては依然としてま

ったく有意ではないが、広義の低水準居住に関

しては95%水準で統計的に有意な負の係数（－

1. 21）が得られた。すなわち、住宅金融公庫に

よる持家の新規供給促進策は、建設戸数を若干

上回る規模の広義の低水準居住を減少させる効

果をもっといえよう。一方、公庫融資を受けな



表3ー低水準居住発生率関数推計結果（2）：住宅金融公庫融資の効果

狭義の低水準居住 広義の低水準居住
説明変数等

(1) (2) (3) (4) 

中位所得 0.0469 0. 0531 0.0504 0.0585 
( 7.40) ( 2.55) ( 4. 94) ( 2.37) 

家賃 0.767 0.862 0.462 0.805 
(7 .15) (4.34) (2.54) (3.41) 

最近5年間の公庫融資持家建設比率 0.00673 0.0145 1. 21 0.387 
(0.02) (0.10) ( 2.01) ( 2.20) 

最近5年間のその他持家建設比率 0.140 0. 0262 0.288 0.225 
(0.40) ( 0.23) (0.52) (1.66) 

最近5年間の借家建設比率 0.986 0.562 0.868 。ー773
( 3.52) ( 2. 95) ( 1. 93) ( 3.41) 

最近5年間の世帯数増加率 0.189 0.351 0.0455 0.181 
(0.95) (0.93) (0.14) ( 0.41) 

持家率 0.230 0. 416 
( 5.18) ( 5.83) 

4～5人世帯比率 0.388 0.257 0.477 0.638 
(2.62) (0.85) (2.00) (1. 77) 

定数項 18.7 18.2 52 .3 36. 7 
(3. 76) (2.18) (6.56) (3. 71) 

自由度修正済決定係数 0.838 0.484 0.783 0.537 

注1) ( ）内の数値は t値。

2) (2）式と（4）式の被説明変数および住宅建設比率はいずれも借家ストックに対して定義。

い持家の新規建設はそのような効果をまったく

もたないことがこの結果から示唆される。

しかし、後に詳しく述べるように、ここで推

計した公庫融資持家の低水準居住減少効果には

フィルタリング・プロセス以外の直接の建て替

え効果が含まれる。持家の新規供給による間接

効果を推測する方法のひとつは、それが借家市

場における居住水準の改善にどれくらい役立つ

ているかを検討することである。

④住宅金融公庫融資が借家市場に及ぼす効果

表3(2）式、（4）式

表 3の（2）式および（4）式に示したのは、住宅金

融公庫融資による持家建設が借家における低水

準居住の発生率にどのような影響を与えている

かを推定した結果である。被説明変数は借家に

おける低水準居住発生率である。被説明変数、

説明変数の基本的性質は表3の（1）式および（3）式

におけるものと同じであるが、それぞれが住宅

市場全体に対してではなく、借家ストックに対

して定義されている。

ここでも、狭義の低水準居住に関しては住宅

金融公庫融資住宅は何の効果ももたないという

結果が得られた。一方、広義の低水準居住に関

しては、やはり、有意な負の係数が推定された

が、しかし、係数の値は市場全体におけるもの

と比べると著しく低く、絶対値で0.4をやや下

回る。

なお、 1983年についても同様の推定を行なっ

た。 HSに関する係数の推定値を88年の結果と

比較したものが表4である。影響の大きさにつ

いては若干の差異が認められるものの、基本的

な傾向は同一であるといえる 4）。

6推定結果の含意

ここでの実証結果がフィルタリング・プロセ

スそのものに関するものでないことには注意を

要する。前述のように、新規住宅供給による低

水準居住の減少はまず第一に、新規供給によっ

て低水準居住状態の住宅が建て替えられるとい

う直接的な効果をもっ。新規持家建設に占める

建て替えの比率が上昇しつつあることは周知の

事実であるが、そのなかには腐朽・破損、設備

の不備など、広義の低水準居住に含まれる住宅

の建て替えが多く含まれている可能性がある。

したがって、フィルタリング・プロセスが機能

しているためには、新規供給戸数に対する低水

準居住の減少が大きなものである必要がある。
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表4 最近5年間の住宅建設戸数の影響： 1983年／1988年の比較

被説明変数
対応す

説明変数 狭義の低水準居住 広義の低水準居住 る表／

1983 1988 1983 1988 
式番号

最近5年間の住宅総数建設比率 0.361 0.578 -o 474 0.919 表 2
( 2.28) ( 2.82) ( 2.00) ( 2.61) (1X3) 

最近5年間の持家建設比率 -o .265 0 .0886 0.379 -0 .292 表 2
( 0.88) (0.27) ( 0.81) (-0.44) (2) 

最近5年間の借家建設比率 1.141 1.03 1.426 1.34 (4) 
( 3.68) ( 3.92) ( 2. 96) (-2.82) 

最近5年間の公庫持家建設比率 0.252 0.00673 -1 076 l. 21 表 3
( 0.67) (0.020) ( 1. 95) (-2.01) (1) 

最近5年間のその他持家建設比率 -o 265 0.140 0.364 0.288 (3) 
(-0.87) (0.40) ( 0.81) (0.52) 

最近5年間の借家建設比率 -1 146 0.986 1.154 -0.868 
( 3.52) (-3.52) ( 2 .42) (-1. 93) 

最近5年間の公庫持家建設比率 -0 151 0. 0145 -o 124 0.387 表 3
（ー1.48) (0.10) （一1.51) ( 2.20) (2) 

最近5年間のその他持家建設比率 0.0594 -0.0262 0. 0766 0.225 (4) 
( 0.65) ( 0.23) (1.04) (1.66) 

最近5年間の借家建設比率 0.788 0.562 0.739 -0. 773 
( 1. 75) ( 2.95) ( 2.48) (-3.41) 

注1) 表の数字は、表側の説明変数の係数推定値。

2) 対応する表／式番号とは、表2および表3で1988年のケースが対応する番号を意味する。

すなわち、持家あるいは公庫融資による持家建

設比率の係数の値（絶対値）が十分に大きなも

のである必要がある。

持家の新規供給一般が低水準居住の減少に効

果をもたないことは実証分析の結果に示されて

いるので、住宅金融公庫融資による持家の供給

についてこの問題を考える。

表3のケース（3）式によると、住宅金融公庫に

よる持家の新規供給 1戸は、市場全体で約1.2

世帯の低水準居住状態を減少させる。この1.2

世帯には、住宅金融公庫融資を受けた世帯に対

する直接効果とそれ以外の世帯に対するフィル

タリングを通じた間接効果の両者が含まれてい

る。図 1で、アンダーラインを施した部分の合

計がこれに相当する。

したがって、これから公庫融資を受けた世帯

のうち低水準居住状態から脱却した世帯（直接

効果による分）を差し号｜いたものがフィルタリ

ングによって間接的に低水準居住から脱却した

世帯である。この正味のフィルタリング効果の

大きさを直接的に把握することのできるデータ

は存在しない。「推測jを行なうに際して参考

となる情報は以下のとおりである。
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(a）公庫融資を受けて「狭義のj低水準居住から

脱却した世帯に関する情報

ここで推計に用いた「持家」（個人住宅建

設資金＋個人住宅購入資金）利用者のうち約

3分の 2を占める個人住宅建設資金利用者の

うちの約25%が最低居住水準（「狭義の」低

水準居住）から脱却した (1983～87年度の平

均）。残りの 3分の lを占める個人住宅購入

資金利用者に関してはこの比率はやや高いも

のと考えられる。ただし、建設、購入の両タ

イプの融資の利用者について、この比率は近

年急速に低下してきている。

(b）狭義と広義の低水準居住の割合

(b-1) 1988年全国平均で狭義9.5%に対し、

広義22.0%(2.3倍）。

(b 2）両者の差を生み出している「設備の

不備」および「腐朽・破損」状態は公庫融資

を受けて住宅を建設または購入することに

よって100%解消されると想定できる。

以上の情報から現時点で「乱暴な」推測を行

なうと、公庫融資を受けた世帯のうち、「広義

のj低水準居住から脱却した世帯は約60%とな

る。



図1 住宅金融公庫融資による低水準住居改善効果の構造

公庫融資を受けた世帯 他世帯への波及効果

「建替一一一→なし
低水準→高水準＊｜

」その他一一一→あり（小）：フィルタリング

「建替一一一→なし
高水準→高水準’｜

」その他一一ーあり（大）：フィルタリング

「長量替ー←一一→なし
倒嘩→低水準「

」その他一一一→あり（小）：フィルタリング

注1) ＊印の合計・住宅金融公庫融資戸数。

2) アンダーライン：波及効果を含め、低水準居住から脱し

た世帯（＝住宅金融公庫融資戸数×1.2）。

3) 他世帯への波及効果「あり（小）」とは、従前住居が公庫

融資を受けた居住者にとっては低水準であっても、次の

居住者にとってはそうではないケース。

22×（25/9.5) =57.9 

この結果を使うと、 1戸の公庫融資は、

－融資を受けた世帯のうち0.6世帯を低水準居

住から脱却させ（直接効果）、

・融資を受けなかった0.6世帯を間接的に低水

準居住から脱却させる（間接効果：フィルタ

リング効果）、

と推測される。この間接効果の大きさは、借家

市場に対する低水準居住減少効果（0.4弱）と

整合的な値である。

＊本稿の作成に際し、住宅経済研究会のメンバーより

有益なコメントをいただいた。記して感謝したい。

〉王

1）たとえば、第 6期住宅建設五カ年計画を解説した建

設省 (1992）では、「居住水準向上のメカニズム」と

して、以下のように述べられている。「居住水準の向

上を図るうえで、持家の取得等による住み替えは、

これを契機として生ずる一連の住み替えにより各世

帯が居住水準を向上していく効果（いわゆるフィル

タリング効果）が大きい。」（同書、 p.122)

2）ここに示した年代区分と政策課題との対応は、 Smith

二 Rosen= Fallis (1988）による。

3）線型の回帰式を採用するにあたっては以下のような

検討も行なった。

①線型推定式の予測値を検討した結果、。と 1の値

を超えるもの、範囲内でも観測値との関連で 0ま

たは 1に著しく偏っているものは認められない。

②対数型（被説明変数： lnHL)およびロジステイツ

ク型［被説明変数： ln(HL ( 1 HL)）］につ

いても実験的に回帰式を推定して線型式と比較し

たが、係数推定値の大きさ、符号、有意性に著し

い差違は認められなかった。

4）最新時点の1993年については、『住宅統計調査』（総

務庁統計局）から得られる広義の低水準居住が従来

のものとは異なる定義によるものであり、同様の推

定は困難であった。形式上同ーの「広義の低水準居

住発生率」（全国値）は、 88年の22.0%から93年には

28.。%に増加している。
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「フランスの住宅税制」

定価2,000円（税込み）

わが国において住宅に対する満

足度は依然低く、居住水準の向上

のため、住宅税制の一層の充実が

期待されている。また、欧米諸外

国の住宅税制についての実態もあ

まり知られていない。そこで、諸

外国の住宅関係税制の研究の充実

が期待されているが、本書では、

フランスにおける住宅政策である

所得税、付加価値税、登録税、富

裕税、地方税、譲渡所得税など住

宅の取得・保有・譲渡の各段階で

課される租税全般についてまとめ

ている。

「不動産業に関する史的研究E」

定価3,000円（税込み）

明治維新以降今日にいたるまで、

段階的に発展を遂げてきた過程を

編集後記

昨日は舗道いっぱいに散り敷いた

黄色い銀杏の落葉がいつの聞に風に

さらわれて、その残り葉がひとに踏

まれています。木枯らしに吹かれる

梢を仰ぎながら、「冬の晴れた空と

暖かい日だまりは日本だけで味わえ

る大きな幸福だ」といった恩師の言

葉を思い出します。

すっかり葉を落とした校校は冬空

に黒く揺れて、よく見ればその一本

実証的に研究することによって、

不動産業の産業としての特徴およ

ぴ社会的成立基盤とその変化を明

らかにするシリーズの第2弾。戦

前の不動産業関連資料の六つのテ

ーマにしぼってまとめている。

「中堅所得者の持家取得・賃貸住

宅居住の国際比較一一歌米の住宅

対策予算・法制度に関する調査

IIJ 定価3,800円（税込み）

独・仏・英・米の 4カ国の住宅

対策費が、地方公共団体を通じて、

実際の国民の住宅取得や賃貸住宅

居住に対してどれくらい貢献して

いるのかを、居住者の立場から横

断的に把握するために各国の中堅

所得者にアンケート調査し、住宅

政策の各事例を検証している。

「イギリスの住宅税制J
定価2,400円（税込み）

諸外国の住宅税制研究シリーズ

それが机の上にあるパソコンと繋が

れ、地球各地区の見知らぬ無数のそ

れに結ぼれていることを思うと、無

粋にみえる電線に時代の風が吹いて

いるのを感じます。

たしかに今、豊穣なサイパースペ

ースの世界が生まれつつあるようで

す。たとえば1,800万巻の文献を擁

する大英図書館は壮大な電子図書館

を作る計画だそうです。ささやかな

の第 3弾として、イギリスの住宅

税制について調査した本書は、譲

渡所得税、相続税、所得税、印紙

税、付加価値税、地方税などイギ

リスの住宅所有者が留意すべき租

税全般について、ケーススタディ

を含めて、わかりやすくまとめて

し〉る。

「高齢社会における資産活用の方

向 リパース・モーゲジの実態

についてJ
定価2,300円（税込み）

本格的な高齢社会を迎える対応

策のひとつとして、リパース・モ

ーゲジ制度（住宅担保年金制度）

がある。本書は、わが国とアメリ

カのリパース・モーゲジ制度の仕

組み、実績、特徴および課題など

について検討するとともに、代表

的な事例を整理・検討している。

さらに今後のわが国における制度

のあり方についても検討している。
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